
 

ガイドライン 新旧対照表 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

（略） 

第３部 建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定制度 

（略） 

 

３－２． 認定の概要及び評価内容 

詳細につきましては、評価要領を参照していただくこととなりますが、ここでは

その概要部分についてのみ記載します。 

 

(1)認定期間 

認定は、評価要領を元に評価を行い、適合した申請会社に対し、関東地方整備

局が「災害時の基礎的な事業継続力を備えている建設会社」として、有効期限を

持つ認定証を発行します。認定証の有効期間は２年間とし、令和５年 10 月１日

付け認定以降の継続認定にあっては３年間とします。 

 

(2)評価内容 

評価は、表３－１「確認項目と確認内容」に示す内容について、災害時の基礎

的事業継続力を備える上で重要と考えているポイント（表３－２「確認ポイン

ト」）を主観に「書類評価」及び「面接評価」により実施します。 

（略） 

第３部 建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定制度 

（略） 

 

３－２． 認定の概要及び評価内容 

詳細につきましては、評価要領を参照していただくこととなりますが、ここでは

その概要部分についてのみ記載します。 

 

(1)認定期間 

認定は、評価要領を元に評価を行い、適合した申請会社に対し、関東地方整備

局が「災害時の基礎的な事業継続力を備えている建設会社」として、有効期限を

持つ認定証を発行します。認定証の有効期間は２年間とし、令和５年 10 月１日

付け認定以降の継続認定にあっては３年間とします。 

 

(2)評価内容 

評価は、表３－１「確認項目と確認のポイント」に示す内容について、災害時

の基礎的事業継続力を備える上で重要と考えている観点（表３－２「評価の観

点」）から、申請書類を確認します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①確認内容を評価

基準の改定案に変

更。それに伴い表

現を修正 

表３－１ 確認項目と確認内容 

確認項目 確認内容 

 計画の策定 ・計画策定の意義・目的 

・計画の検討体制 

・策定、改定等の責任者による承認 

 

Ａ 

 

重要業務の選定と目標

時間の把握 

 

・受ける被害の想定 

・重要業務の選定 

・目標時間の把握 

 

Ｂ 

 

 

災害時の対応体制 

・社員及び家族の安否確認方法 

・二次災害の防止 

・災害対応体制 

・災害対策本部長の代理者及び代理順位 

 

Ｃ 

 

対応拠点の確保 

・対応拠点、代替対応（連絡）拠点の確保 

・対応の発動基準 

 

Ｄ 

 

 

情報発信・情報共有 

・発災直後に連絡を取ることが重要な国、都県、市

区町村との相互の連絡先の認識 

・施工中現場の連絡先等の認識 

・災害時にも強い連絡手段の準備 

 

Ｅ 

 

 

人員と資機材の調達 

・自社で確保している資源の認識 

・自社外（協定会社など）からの調達についての連

絡先の認識 

表３－１ 確認項目と確認のポイント 

確認項目 確認のポイント 

 計画の策定 
計画の策定（「計画の

策定」） 

計画策定の意義・目的、検討体制が記載されている。 

Ａ 

重要業務の

選定と目標

時間の把握 

受ける被害の想定（A-

1） 

自社及び自社地域で想定される災害、被害（ライフライン

等）を把握している。 

対応拠点、代替対応拠点（または代替連絡拠点）の建物の

耐震性に関して、以下を把握している。 

・施設名 

・拠点種別 

・構造・階数 

・建築時期が S56.6 以前か否か 

・耐震診断・補強の有無（その結果） 

・目視による異常（異常の内容） 

S56.6 以前に建築されている、あるいは診断による異常が

ある場合は、耐震工事の予定あるいは耐震性診断の予定

（○年○月）を記載している。 

重要業務の選定（A-2） 重要業務に以下の３項目が含まれている。 

①「施工中現場の被害状況確認・二次災害防止」 

①確認内容を評価

基準の改定案に変

更 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

 

Ｆ 

 

 

訓練及び改善の実施 

・訓練計画 

・事業継続計画の改善計画及び平常時の点検計画 

・事業継続計画の現状の課題と今後の対応 

・訓練、事業継続計画の改善及び点検の実施状況 

 （２回目以降の申請の場合必須） 

 

 

②「関係する行政機関に対しての連絡調整」 

③「災害協定業務の着手」 

上記業務のそれぞれの担当班が明確になっている。 

目標時間の把握（A-3） 「施工中現場の被害状況確認・二次災害防止」について、

就業時間外（夜間・休日）の目標時間が１２時間以内であ

る。 

「関係する行政機関に対しての連絡調整」について、就業

時間外（夜間・休日）の目標時間が６時間以内である。 

「災害協定業務の着手」について、就業時間外（夜間・休

日）の目標時間が１日以内である。 

指揮命令系統図に記載されている全員の居住地から拠

点、代替拠点までの参集距離・時間、参集先、担当班を把

握している。 

なお、参集時間は徒歩時速２ｋｍ（自転車時速５ｋｍ）と

している。 

就業時間内、就業時間外（夜間・休日）毎の時間経過に応

じた以下対応の手順が記載されている。 

・安否確認 

・緊急参集 

・対応拠点、代替対応拠点（または代替連絡拠点）の被害

状況確認・二次災害防止 

・災害対策本部の立上げ 

・関係する行政機関に対しての連絡調整 

・施工中現場の被害状況確認・二次災害防止 

・災害協定業務の着手 

Ｂ 
災害時の対

応体制 

対応の発動基準（B-1） 初動対応の発動の基準が自社及び自社地域で想定される

災害毎に決まっている。 

初動対応の発動の基準を設けない災害については、発動

基準を設けない理由を記載している。 

社員及び家族の安否

確認方法（B-2） 

安否確認の責任者、担当者及びそれぞれの代理者が明確

になっている。 

社員及び社員の家族の安否確認をしている。 

社員の参集有無を確認している。 

安否確認の方法が就業時間内・外それぞれについて整理

されている。ただし、就業時間外においては、以下のいず

れかの安否確認方法であること。 

・担当者からのメーリングリストを活用した一斉送信 

・専用システムの活用 

・ビジネスコミュニケーションツールの活用 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

・災害用伝言ダイヤルの活用 

また、代理者への移行ルール（○時間以内に安否確認メー

ルが届かない場合、○○する）が明確になっている。 

安否確認の手法を社員に周知していることが分かる記載

がある。 

また、指揮命令系統図に記載されている全員の電話・FAX、

携帯電話を把握し、加えてそれ以外にメール（ＰＣ、携帯

など）、SNS を把握している。 

整理した資料の作成日を記載している。 

避難誘導の責任者、責任者代理が明確になっている。 

避難先（集合場所、避難所）、距離、避難に要する時間、

誘導方法（移動手段）を記載している。 

施工中現場等の二次

災害の防止（B-3） 

本社や施工中現場における二次災害防止方法を記載して

いる。 

災害時の組織体制と

指揮命令系統（B-4） 

指揮命令系統図が整理されている。 

その中で災害対策本部長、班長及びその代理が設定され

ており、権限移譲が決まっている。 

Ｃ 
対応拠点の

確保 

対応拠点、代替対応拠

点(代替連絡拠点)の

確保（C-1） 

対応拠点について以下の事項を記載している。 

・設置場所、連絡手段 

・設備 

代替対応拠点（または代替連絡拠点）について以下の事項

を記載している。 

・設置場所、連絡手段 

・設備 

・対応拠点からの距離、移動時間、移動方法 

対応拠点が浸水域内である場合、浸水域内であっても活

用できる理由と、拠点までの代替の交通手段が記載され

ている。 

活動できない場合は、代替対応拠点を活用する運用とし

ている。 

対応拠点、代替対応拠点（または代替連絡拠点）の停電対

策として、非常用電源の稼働時間の記載がある。 

今後、対策する予定の場合、時期（○年○月予定）の記載

がある。 

費用のさほどかから

ない対策（C-2） 

対応拠点、代替対応拠点の設備、棚・ロッカー等の地震対

策を検討、実施した記載がある。今後、対策する予定の場

合、時期（○年○月予定）の記載がある。 

重要なデータ・システム・文書のバックアップとして以下

の事項が記載されている。 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

・バックアップ対象のデータ・システム・文書 

・担当部署 

・記録媒体 

・バックアップ方法（頻度、保管場所） 

Ｄ 
情報発信・

情報共有 

災害直後に連絡を取

ることが重要な国、都

県、市区町村との相互

の連絡先の認識（D-1） 

発災直後に連絡すべき関係行政機関に関して、以下の事

項が記載されている。 

なお、相手先の事情で連絡先を複数確保できない場合は、

その旨が記載されている。 

・組織名 

・災害協定の有無 

・災害協定の名称 

・連絡先担当者 

・連絡先（電話・FAX、携帯電話、加えてそれ以外にメー

ル（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

・連絡する趣旨 

・当社担当者及び代理者 

直接行政機関から請け負っている施工中現場に関して、

以下の事項が記載されている。 

なお、相手先の事情で連絡先を複数確保できない場合は、

その旨が記載されている。 

・工事名 

・発注機関 

・工期 

・発注担当者及び連絡先（電話・FAX、携帯電話、加えて

それ以外にメール（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

・現場代理人、夜間休日の現場確認担当者・代理者及び連

絡先電話・FAX、携帯電話を把握し、加えてそれ以外にメ

ール（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

夜間・休日の現場確認担当者・代理者それぞれの施工中現

場までの距離と到達時間を把握しており、重要業務「施工

中現場の被害状況確認・二次災害防止」の目標時間内に対

応できる体制になっている。 

Ｅ 
人員と資機

材の調達 

自社で確保している

資源の認識（E-1） 

自社で保有している人員や資機材が記載されたリストを

作成している。 

指揮命令系統図に記載されている全員用に、業務・生活の

ための備蓄を３日分以上確保（又は予定）しており、以下

事項が記載されている。 

・数量 

・保存期限(〇年〇月) 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

・保管場所 

・保管責任者 

災害時の閉じ込め、下敷きの救出用機材等（バール、のこ

ぎり等）の備蓄リストを作成している。 

自社外からの調達に

ついての連絡先の認

識（E-2） 

 

災害時の資機材の調達先に関して以下の事項を記載して

いる。 

なお、相手先の事情で連絡先を確保できない場合は、その

旨が記載されている。 

・組織名 

・連絡先担当者及び連絡先（電話・FAX、携帯電話、加え

てそれ以外にメール（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

・連絡する趣旨 

・当社担当者及び代理者 

・相手先の連絡対応窓口の通知を受けた年月日 

・自社の連絡対応窓口を調達先に通知した年月日 

各調達品目の代替調達先に関して以下の事項を記載して

いる。 

なお、相手先の事情で連絡先を確保できない場合は、その

旨が記載されている。 

・組織名 

・連絡先担当者及び連絡先（電話・FAX、携帯電話、加え

てそれ以外にメール（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

・連絡する趣旨 

・当社担当者及び代理者 

・相手先の連絡対応窓口の通知を受けた年月日 

・自社の連絡対応窓口を調達先に通知した年月日 

燃料の調達先及び代替調達先を確保しており、以下の事

項を記載している。 

なお、相手先の事情で連絡先を確保できない場合は、その

旨が記載されている。 

・組織名 

・連絡先担当者及び連絡先（電話・FAX、携帯電話、加え

てそれ以外にメール（ＰＣ、携帯など）、SNS） 

・連絡する趣旨 

・当社担当者及び代理者 

・相手先の連絡対応窓口の通知を受けた年月日 

・自社の連絡対応窓口を調達先に通知した年月日 

Ｆ 
訓練と改善

の実施 

訓練計画（F-1） 事業継続計画の実行性を高めるための訓練として、災害

対策本部立上げ訓練、バックアップデータの立上げ訓練



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

が対応拠点及び代替対応拠点（または代替連絡拠点）で実

施するように計画されている。 

また、安否確認訓練が計画されている。 

①訓練実施記録一覧として、以下の事項が記載されてい

る。 

・前回認定時の訓練実施計画上の訓練名、実施場所及び実

施回数 

・前回認定以降から今回申請までの訓練名、実施場所及び

実施回数 

②訓練毎に以下の事項を記載した訓練実施記録を直近１

回分記載している。 

・実施日時 

・場所 

・参加者 

・結果 

・改善点・所感 

・訓練実施写真 

なお、安否確認訓練については、訓練での返信率と全員が

返信するまでにかかった時間を記載している。 

③訓練を計画通り実施していない場合、訓練ごとに理由

が記載されている。 

事業継続計画の改善

計画及び平常時の点

検計画（F-2） 

定期的点検及び改善の実施時期、改善を検討する項目を

記載している。 

訓練、事業継続計画及

び点検の実施状況（F-

3） 

点検実施日、点検により是正した内容が記載された実施

記録を作成している。 

改善の実施日、改善により是正した内容が記載された実

施記録を作成している。 

事業継続計画の現状

の課題と今後の対応

（F-4） 

事業継続計画の現状の課題や課題に対する対応内容や対

応の実施予定（○年○月予定）、対応状況を整理している。 

 

表３－２ 確認ポイント 

【確認ポイント】 

・災害対応を行える内部体制となっているか 

・関東地方整備局等の行政機関と連絡できる体制が整っているか 

・災害対応のための資機材や人員を確保できる体制が整っているか 

・災害時に有効に機能するための訓練を実施しているか 

 
 

表３－２ 評価の観点 

【評価の観点】 

・災害対応を行える内部体制となっているか 

・関東地方整備局等の行政機関と連絡できる体制が整っているか 

・災害対応のための資機材や人員を確保できる体制が整っているか 

・災害時に有効に機能するための訓練を実施しているか 

 
 

①確認内容を評価

基準の改定案に変

更。それに伴い表

現を修正 

   



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

(3)評価方法 

書類評価は、表３－１「確認項目と確認内容」に示す内容の全ての項目が適合

した書類となっているかを確認し、面接評価は、「災害時に確実に機能するか」、

「災害時に機能するための準備がなされているか」の２点について確認します。 

(4)その他 

作成に当たっての留意事項は以上となりますが、その内容についての大きなポ

イントについては、評価要領Ｐ９以降に記載されていますので参考にしてくださ

い。       

なお、このガイドラインのこれ以降に、作成いただく様式例等について記載し

ますので、併せてそれも参考に作成してください。 

 

(3)評価方法 

評価は、書類評価と面接評価により実施します。 

書類評価は、表３－１「確認項目と確認のポイント」に示す内容の全ての項目

が適合した書類となっているかを確認し、面接評価は、「災害時に確実に機能す

るか」、「災害時に機能するための準備がなされているか」の２点について確認

します。 

(4)その他 

作成に当たっての留意事項は以上となります。       

なお、このガイドラインの第四部に様式例等について記載します。様式番号の

前に「○」がついている内容が表３－１「確認項目と確認のポイント」の記載例

となりますので、それらを参考に作成してください。 

 

①確認内容を評価

基準の改定案に変

更。それに伴い表

現を修正 

第４部 評価項目と確認内容の作成に向けた準備のための説明 

 

計画の策定 

 

（１）計画策定の意義・目的 

災害時に実用性のある計画とするために、事業継続計画を策定する意義、目的

を明確にすることが重要です。計画策定の基本理念や基本方針を記載してくださ

い。 

 

 

第４部 項目と確認内容の作成に向けた準備のための説明 

 

計画の策定 

 

（１）計画策定の意義・目的 

災害時に実用性のある計画とするために、事業継続計画を策定する意義、目的

を明確にすることが重要です。計画策定の基本理念や基本方針を記載してくださ

い。 

○文書１－１－１ 計画策定の意義・目的（様式は任意） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥補足のために追

記 

（２）計画の検討体制と策定 

（略） 

 

文書１－１  事業継続計画の検討体制の一覧整理（様式例） 

（略） 

 

（２）計画の検討体制と策定 

（略） 

 

○文書１－１－２ 事業継続計画の検討体制の一覧整理（様式例） 

（略） 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

Ａ 重要業務の選定と目標時間の把握 

 

 Ａ－１．受ける被害の想定 

（１）皆様の会社が直面する災害リスクは何か 

（略） 

しかし、皆様の会社の事業の実施・継続を危うくする災害、事故等として懸

念されるものは、地震以外にもあるでしょう。それらを認識するのは、災害、

事故等への対応の第一歩です。多くの自治体が、地域で懸念されている地震、

津波、水害、火山などの自然災害の情報をホームページや配付資料などで提

供していますので、それらを入手して、概略で結構ですから把握して事業継

続計画に掲載しておいてください。その上で、優先的に対処が必要と考える

災害を２、３個、できれば数個あげてみてください。 

そして、それら災害、事故等の被害の影響が自社、周辺地域、取引先、ライ

Ａ 重要業務の選定と目標時間の把握 

 

 Ａ－１．受ける被害の想定 

（１）皆様の会社が直面する災害リスクは何か 

（略） 

しかし、皆様の会社の事業の実施・継続を危うくする災害、事故等として懸

念されるものは、地震以外にもあるでしょう。それらを認識するのは、災害、

事故等への対応の第一歩です。多くの自治体が、地域で懸念されている地震、

津波、水害、火山などの自然災害の情報をホームページや配付資料などで提

供していますので、それらを入手して、概略で結構ですから把握して事業継

続計画に掲載しておいてください。その上で、優先的に対処が必要と考える

災害を２、３個、できれば数個あげてみてください。例えば同じ地震でも複

数想定されれば、それらも挙げてみてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③アンケート結果

を踏まえて補足 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

フライン等へどのように及ぶかを広い視野で捉えて、認識を深めてみてくだ

さい。 

 

そして、それら災害、事故等の被害の影響が自社、周辺地域、取引先、ライ

フライン等へどのように及ぶかを広い視野で捉えて、認識を深めてみてくだ

さい。 

 

 

文書Ａ－１－１  自社の地域で懸念されている災害の一覧整理（様式例） 

  （注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①これらの例示の全ての種類を考える必要はありません。ただし、最低２、

３の懸念される災害はあるはずです。 

②対応の優先順位は、最初に対策を考えるものが選べれば、その他の順位

は特につけなくても構いません。 

③参考とした被害想定資料（震度分布図、ハザードマップ等）は、出典（発

行時期、発行元）を明記した上で添付してください。被害想定を検討する

際は、被害想定資料（震度分布図、ハザードマップ等）に基づくものとし

てください。 

④被害想定資料（震度分布図、ハザードマップ等）は、公表されている最新

版を添付してください。 

⑤被害想定資料（震度分布図、ハザードマップ等）に対応拠点、代替対応拠

点位置をプロットすることにより、懸念される災害リスクを把握しやす

くなります。 

 

リスクの 

種類 
説 明 

懸念される 

本社・支店 

現場事務所等 

懸念され

る被害の

種類 

被害の概要

および程度 

ライフライン

への被害 

対応の 

優先順位 

地震Ａ 震度６強

の地震 

本社・現場事務

所 

建物倒壊 本社機能が

失われ、対応

が困難 

停電、断水、通

信接続不能、道

路陥没等によ

る遮断 

1 

地震Ｂ       

高潮       

大規模水害       

大規模火災       

…       

○文書Ａ－１－１ 自社の地域で懸念されている災害の一覧整理（様式例） 

  （注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①これらの例示の全ての種類を考える必要はありません。ただし、最低２、

３の懸念される災害はあるはずです。 

②対応の優先順位は、最初に対策を考えるものが選べれば、その他の順位

は特につけなくても構いません。 

③被害想定を検討する際は、公表されている最新の被害想定資料（震度分

布図、ハザードマップ等）に基づくものとしてください。 

④被害想定資料（震度分布図、ハザードマップ等）に対応拠点、代替対応拠

点位置をプロットすることにより、懸念される災害リスクを把握しやす

くなります。 

⑤対応の優先順位を検討し、BCPの対象とする災害を記載してください。併

せてＢ－１．対応の発動基準で整理する初動対応の発動基準を記載して

ください。発動基準を設けない場合は、その理由を記載してください。 

 

リスクの 

種類 
説 明 

懸念される 

本社・支店 

現場事務所

等 

懸念され

る被害の

種類 

被害の概

要及び程

度 

ライフライ

ンへの被害 

BCPの

対象と

するか 

初動対応

の発動基

準 

地震Ａ 震度６強

の地震 

本社・現場事

務所 

建物倒壊 本社機能

が失われ、

対応が困

難 

停電、断水

、通信接続

不能、道路

陥没等によ

る遮断 

はい ○○地域

に震度６

弱以上の

地震の発

生 

地震Ｂ        

高潮        

大規模水害        

大規模火災        

…        

②「確認ポイント」

に該当することを

明示  

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

【災害想定に役立つ情報の例】 

［地震・火山・大規模水害被害想定］：内閣府防災情報のページ 

 http://www.bousai.go.jp/ 

［津波浸水予測］：各都県ホームページ、ハザードマップ等 

［洪水浸水予測］：各都県ホームページ、ハザードマップ等 

［火山ハザードマップデータベース］：防災科学研究所 

 http://dil-opac.bosai.go.jp/documents/v-hazard/ 

【災害想定に役立つ情報の例】 

［地震・火山・大規模水害被害想定］：内閣府防災情報のページ 

 http://www.bousai.go.jp/ 

［津波浸水予測］：各都県ホームページ、ハザードマップ等 

［洪水浸水予測］：各都県ホームページ、ハザードマップ等 

［火山ハザードマップデータベース］：防災科学研究所 

 http://dil-opac.bosai.go.jp/documents/v-hazard/ 

 

 

 

 

 

 

 

http://dil-opac.bosai.go.jp/documents/v-hazard/


 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

※災害想定に役立つ情報は、上記以外にもあります。会社の所在する自治体のホームペ

ージや配付資料から入手してください。 

［重ねるハザードマップ」：国土地理院 

 https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/maps/index.html 

［わがまちハザードマップ」：国土交通省 

 https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmapportal/hazardmap/index.html 

※災害想定に役立つ情報は、上記以外にもあります。会社の所在する自治体のホームペ

ージや配付資料から入手してください。 

③アンケート結果

を踏まえて補足 

 

（２）建物の災害危険度の概略把握 

（略） 

 

文書Ａ－１－２  建物の耐震性に関する状況把握（様式例） 

施設 

名 

拠点 

種別 

構造・

階数 

建築 

時期 

S56年 6月

以前か？ 

耐震診断

・補強の

有無（そ

の結果） 

目視による異常

（異常の内容） 

耐震性診断

・工事の予

定・検討状

況 

社屋 

Ａ棟 

対応 

拠点 

鉄 筋 コ

ン ク リ

ー ト ３

階建 

S50年 

○月 

以前 未実施 有り  

(梁に亀裂) 

耐震診断を 

令和○年○

月に予定 

倉庫  

Ｂ棟 

代替 

対応 

拠点 

      

…        

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①自社の建物の耐震性を建築時期や耐震補強の履歴などから整理します。

建築時期不明の場合、昭和 56年以前と同様に扱います。 

②目視による建物の大きなひび、傾き、構造に影響がありそうな破損の有

無もチェックします。 

③耐震性診断・工事の予定・検討状況は実施時期を「令和○年○月予定」な

ど具体的に記載してください。 

④昭和 56年６月以前の建物の耐震対策が未実施の場合は、早急に対策を実

施してください。昭和 56年６月以前の建物で、実施の予定がない場合は、

その理由を記載してください。 

注）昭和 56年（1981年）６月以前の建物（旧耐震基準により設計された建物）は

震度５強を超える地震に耐えられることが確認されていません。 

 

（２）建物の災害危険度の概略把握 

（略） 

 

○文書Ａ－１－２ 建物の耐震性に関する状況把握（様式例） 

施設 

名 

拠点 

種別 

構造・階

数 

S56 年

6 月以

前か？ 

耐 震 診

断・補強

の有無 

耐 震 診

断・補強

の結果 

目 視

に よ

る 異

常 

目 視 に

よ る 異

常 の 内

容 

耐 震 性

診 断 ま

た は 耐

震工事 

耐震性診

断・工事

の予定 

社屋 

Ａ棟 

対応 

拠点 

鉄 筋 コ

ン ク リ

ー ト ３

階建 

以前 未実施  有り  

 

梁 に 亀

裂 

耐 震 診

断 

 

○年○月

予定 

倉庫  

Ｂ棟 

代替 

対応 

拠点 

鉄 筋 コ

ン ク リ

ー ト 平

屋 

より後 実施済 梁 の 補

強 

無し    

…          

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①自社の建物の耐震性を建築時期や耐震補強の履歴などから整理します。

建築時期不明の場合、昭和 56年以前と同様に扱います。 

②目視による建物の大きなひび、傾き、構造に影響がありそうな破損の有

無もチェックします。 

③耐震性診断・工事の予定・検討状況は実施時期を「○年○月予定」など具

体的に記載してください。 

④昭和 56年６月以前の建物の耐震対策が未実施の場合は、早急に対策を実

施してください。昭和 56年６月以前の建物で、実施の予定がない場合は、

その理由を記載してください。 

注）昭和 56年（1981年）６月以前の建物（旧耐震基準により設計された建物）は

震度５強を超える地震に耐えられることが確認されていません。 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示  

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥令和以外も含め

るために削除 

 

Ａ－２．重要業務の選定：簡易手法による重要業務の選定 

（略） 

 

（２）災害時の重要業務 

（略） 

Ａ－２．重要業務の選定：簡易手法による重要業務の選定 

（略） 

 

（２）災害時の重要業務 

（略） 

 

 

 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

一方、皆様の会社の経営的な観点や施工責任の観点からは、重要顧客の

支援などが入るでしょう。この業務は認定の対象外ですから、提出書類に

は項目のみ記載する程度で構いませんが、会社全体の事業継続にために必

ず考えましょう。自社が過去に施工した物件など、重要顧客の建物等につ

いてできるだけ早く安全確認を行うことなどが具体的には考えられます。 

 

（３）重要業務を選ぶ方法 

（略） 

 

一方、皆様の会社の経営的な観点や施工責任の観点からは、重要顧客の

支援などが入るでしょう。この業務は認定の対象外ですが、会社全体の事

業継続にために必ず考えましょう。自社が過去に施工した物件など、重要

顧客の建物等についてできるだけ早く安全確認を行うことなどが具体的に

は考えられます。 

 

（３）重要業務を選ぶ方法 

（略） 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

文書Ａ－２－１  重要業務の候補の影響度比較表（様式例） 

判断 

要因 

重要業務名 

利益

への

影響 

売上へ

の影響 

資金

繰り 

協定先、発

注者、取引

先との関係 

社会的

影響・

批判 

○

○ 

重要度の総

合判断の順

位 

①施工中現場の被害 

状況確認・二次災害

防止 

      １ 

②関係する行政機関

に対しての連絡調整 

      １ 

③災害協定業務の着

手 

      １ 

（その他）        

工事の継続        

近隣の救助活動        

        

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

重要業務の候補の影響度比較表（様式例） 

               判断 

               要因 

重要業務名 

利益

への

影響 

売上へ

の影響 

資金

繰り 

協定先、発

注者、取引

先との関係 

社会的

影響・

批判 

○

○ 

重要度の総

合判断の順

位 

①施工中現場の被害 

状況確認・二次災害

防止 

軽微 軽微 軽微 大 重大  １ 

②関係する行政機関

に対しての連絡調整 

中期

的に

は大 

中期的

には大 

軽微 重大 重大  １ 

③災害協定業務の着

手 

大（

有償

の場

合） 

大（有

償の場

合） 

大 重大 大  １ 

（その他）        

工事の継続 中 中 大 大 小  ３ 

近隣の救助活動        

        

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

○文書Ａ－２－１ 重要業務の選定（様式例） 

重要業務名 重要業務に含めてい

るか 

目標時間（h） 

（夜間・休日） 

担当班 

①施工中現場の被害状況

の確認・二次災害防止 

はい   

②関係する行政機関に対

しての連絡調整 

はい   

③災害協定業務の着手 はい   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

 

 

 

③アンケート結果

を踏まえて補足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

説明：各重要業務の目標時間は文書Ａ－３－１で整理した目標時間を記載してく

ださい。 

 

 Ａ－３．目標時間の把握：簡易手法による目標時間の把握 

（１）重要業務ごとの目標時間の簡易な把握 

（略） 

 

この目標時間の目安より皆様の会社が現段階で可能な対応時間が長い場

合には、対策を実施して時間の短縮に努力する必要があります。ただし、実

施できる対策には費用や手間の面で限度がありますので、すぐ確実に実施

できる対策の効果を踏まえ、目標時間を経営判断として定めます。この目

標時間は、被災した状況の中で本当に達成できるかどうか、認定審査でも

重要な確認事項となります。このため、①～③の重要業務について目標時

間において参集・稼働できる人員で実施できると見積もった根拠を簡潔で

結構ですので添付してください。 

なお、上記①から③以外の重要業務についても同様に目標時間を設定し

ますが、認定対象ではありません。しかし、皆様の会社の重要業務と目標時

間の全体をみて、災害等の発生時にそのとおり実施できるか疑問な場合（例

えば、短い目標時間で実施する業務が多すぎる場合）には、詳細説明や再検

討を求めることがあります。 

 

（略） 

 

 Ａ－３．目標時間の把握：簡易手法による目標時間の把握 

（１）重要業務ごとの目標時間の簡易な把握 

（略） 

 

この目標時間の目安より皆様の会社が現段階で可能な対応時間が長い場

合には、対策を実施して時間の短縮に努力する必要があります。ただし、実

施できる対策には費用や手間の面で限度がありますので、すぐ確実に実施

できる対策の効果を踏まえ、目標時間を経営判断として定めます。この目

標時間は、被災した状況の中で本当に達成できるかどうかが、重要となり

ます。このため、①～③の重要業務について目標時間において参集・稼働で

きる人員で実施できるか見積もるようにしてください。 

なお、上記①から③以外の重要業務についても同様に目標時間を設定し

ますが、評価対象ではありません。しかし、皆様の会社の重要業務と目標時

間の全体をみて、災害等の発生時にそのとおり実施できるか確認してくだ

さい。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

 

 

（２）目標時間の根拠 

（略） 

 

文書Ａ－３－２  対応拠点／代替対応（連絡）拠点に参集する時間と人員（様式例） 

No. 氏名 役職 役割 
自宅から対応拠点 

までの距離と時間 

自宅から代替

対応拠点まで

の距離と時間 

参集先 

1 ○○ ○○ 社長 災害対策 

本部長 
○km ○時間 ○km ○時間 対応拠点 

2 ○○ ○○ 専務 災害対策 

副本部長 
○km ○分 ○km ○分 対応拠点 

3 ○○ ○○ ○○ 

課長 

○○班長 
○km ○分 ○km ○分 対応拠点 

4 ○○ ○○ ○○ 

係長 

○○班長

代理 
○km ○分 ○km ○分 対応拠点 

5 ○○ ○○ ○○ ○○班 ○km ○分 ○km ○分 対応拠点 

（２）目標時間の根拠 

（略） 

 

○文書Ａ－３－２ 対応拠点／代替対応（連絡）拠点に参集する時間と人員（様式例） 

 

No. 氏名 役職 役割 

自宅から対応拠点 

までの距離と時間 

自宅から代替対応拠

点までの距離と時間 
参集先 

距離

(km) 
手段 

時間

(h) 

距離

(km) 
手段 

時間

(h) 

1 ○○ ○

○ 

社長 災 害

対策 

本 部

長 

２ 徒歩 １ １ 徒歩 ０．５ 対応拠点 

2 ○○ ○

○ 

専務 災 害

対策 

副 本

部長 

１ 徒歩 ０．５ ３ 徒歩 １．５ 対応拠点 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○年○月 作成 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

 

6 ○○ ○○ ○○ 

 

○○班 
○km ○分 ○km ○分 

代替対応 

拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：施工中現場への到達時間についてはＤ－１－２を参照としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

3 ○○ ○

○ 

○○ 

課長 

○ ○

班長 
４ 徒歩 ２ ４ 徒歩 ２ 対応拠点 

4 ○○ ○

○ 

○○ 

係長 

○ ○

班 長

代理 

２ 徒歩 １ ５ 徒歩 ２．５ 対応拠点 

5 ○○ ○

○ 

○○ 

 

○ ○

班 
２ 徒歩 １ ２ 徒歩 １ 対応拠点 

6 ○○ ○

○ 

○○ 

 

○ ○

班 
２ 徒歩 １ 10 

自転

車 
２ 

代替対応 

拠点 

 

※上表の右に続く 

連絡先① 連絡先② 重要業務の担当班 その他業務の担当班 

090-****- ***@docomo.- 該当なし 該当なし 

090-****- ***@docomo.- 該当なし 該当なし 

090-****- ***@docomo.- 業務班 該当なし 

090-****- ***@docomo.- 業務班 該当なし 

090-****- ***@docomo.- 対外班 該当なし 

090-****- ***@docomo.- 該当なし 支援班 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①施工中現場への到達時間についてはＤ－１－２を参照としてください。 

   ②社員の支給携帯電話番号や携帯メールアドレスあるいは個人の携帯電話番

号や携帯メールアドレスを一覧として整理するものです。 

    ③各社員の連絡先は、電話・FAX、携帯電話に加えてそれ以外にメール（PC、

携帯）、SNSを確保するようにしてください 

④東日本大震災の教訓も踏まえ、自宅電子メールアドレスもあれば有効です。 

    ⑤個人情報が伴いますので取扱いには十分注意してください。そのため、申

請時には記入例のように、一部を伏字としてもかまいません。 

   ⑥最新の体制表であることを示すために、作成日を記載してください。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

③アンケート結果

を踏まえて補足 

 

文書Ａ－３－３  全体手順初期：就業時間外（夜間・休日）の場合 

（略） 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：就業時間内、就業時間外（夜間・休日）それぞれについて作成してください。 

 

○文書Ａ－３－３ 全体手順初期：就業時間外（夜間・休日）の場合 

（略） 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①対応手順には、「安否確認」、「緊急参集」、「対応拠点、代替対応拠点（ま

たは代替連絡拠点）の被害状況確認・二次災害防止」、「災害対策本部の立

上げ」、「関係する行政機関に対しての連絡調整」、「施工中現場の被害状

況確認・二次災害防止」、「災害協定業務の着手」に関する対応を記載して

ください。 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

   ②就業時間内、就業時間外（夜間・休日）それぞれについて作成してくださ

い。 

 

Ｂ 災害時の対応体制 

 

 Ｂ－１．社員及び家族の安否確認方法 

（１）発動基準の明確化 

（略） 

 

発動基準については、本社などの通常の対応拠点の概要と同じ様式である、

文書Ｃ－１－１の対応体制・対応拠点の概要の様式に記載するように簡単に

示しました。文書Ｂ－３－１対応体制・指揮命令系統図にもポイントを記載

するようにしています。必要に応じ、別紙(様式任意)に詳しく定めておくこ

とも検討してください。 

 

 

 Ｂ－２．社員及び家族の安否確認方法 

（略） 

 

（３）安否確認の具体的方法例 

安否確認の具体的な方法の例としては、以下のものがありますので、これ

を参考に皆様の会社での方法を決めておきます。 

①携帯メールの一斉発信 

安否確認該当者の携帯電話にメールを一斉に発信し、返信により安否

を確認する方法です。あらかじめコンピュータ(あるいは携帯電話)にメ

ールアドレスを登録しておきます。対応拠点又は安否担当者の自宅など

でメールを送受信しますが、破損に備え代替機の確保も不可欠です。 

一斉配信に数の制限がある場合もあり、また、アドレスの誤り、携帯電

話の設定で受信できないなどのトラブルもありますから、確認のために

も訓練が欠かせません。 

また、誰が誰に連絡をするのか、どのような連絡体制になっているの

か、を明確にするために、社内緊急連絡体制表を作成する必要がありま

す。災害・事故発生時に使えるよう、体制表は常に最新の状態にする必要

があります。 

②専用システムの導入 

社員数が多い企業では、ホームページ上のサイトに安否確認を記入す

るシステム、一斉メールの送受信により自動集計するシステムなど、専用

システムを導入することも考えられます。導入・開発には専門家に相談す

ることになります。 

③災害用伝言ダイヤルの活用（家族間の安否確認） 

社員とその家族間の安否確認は、災害用伝言ダイヤル（171）に安否を

Ｂ 災害時の対応体制 

 

Ｂ－１．社員及び家族の安否確認方法 

（１）発動基準の明確化 

（略） 

 

発動基準については、文書Ａ－１－１の自社の地域で懸念されている災害

の災害の一覧整理や本社などの通常の対応拠点の概要と同じ様式である、文

書Ｃ－１－１の対応体制・対応拠点の概要の様式に記載するように簡単に示

しました。文書Ｂ－４－１対応体制・指揮命令系統図にもポイントを記載す

るようにしています。必要に応じ、別紙(様式任意)に詳しく定めておくこと

も検討してください。 

 

 Ｂ－２．社員及び家族の安否確認方法 

（略） 

 

（３）安否確認の具体的方法例 

安否確認の具体的な方法の例としては、以下のものがありますので、これ

を参考に皆様の会社での方法を決めておきます。 

①携帯メールの一斉発信 

安否確認該当者の携帯電話にメールを一斉に発信し、返信により安否

を確認する方法です。あらかじめコンピュータ(あるいは携帯電話)にメ

ールアドレスを登録しておきます。対応拠点又は安否担当者の自宅など

でメールを送受信しますが、破損に備え代替機の確保も不可欠です。 

一斉配信に数の制限がある場合もあり、また、アドレスの誤り、携帯電

話の設定で受信できないなどのトラブルもありますから、確認のために

も訓練が欠かせません。 

また、誰が誰に連絡をするのか、どのような連絡体制になっているの

か、を明確にするために、社内緊急連絡体制表を作成する必要がありま

す。災害・事故発生時に使えるよう、体制表は常に最新の状態にする必要

があります。 

②専用システムの導入 

社員数が多い企業では、ホームページ上のサイトに安否確認を記入す

るシステム、一斉メールの送受信により自動集計するシステムなど、専用

システムを導入することも考えられます。導入・開発には専門家に相談す

ることになります。 

③ビジネスコミュニケーションツールの活用 

日常の業務等において、社内で使用しているビジネスコミュニケーシ

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

⑥誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

録音する方法を推奨します。 

 

 

 

ョンツールを活用して安否確認することも考えられます。 

④災害用伝言ダイヤルの活用（家族間の安否確認） 

社員とその家族間の安否確認は、災害用伝言ダイヤル（171）に安否を

録音する方法を推奨します。 

 

文書Ｂ－２－１  安否確認方法一覧表（様式例） 

安否確認の発動条件 例：○○地域で震度○以上の地震 

安否確認の責任者 責任者：     代理者： 

安否確認の担当体制 担当者：  代理者： 

安否確認の実施場所 本社（○○部）  代替実施場所：○○ 

安否確認項目 ・社員及びその家族の安否 

・現在地、参集可能かどうか（勤務時間外や現場等の場

合） 

安否確認の方法・手順 注：必要な場合には、勤務時間内と勤務時間外（夜間･休

日）の方法を区別して記載（方法・手順は具体的に記入

すること） 

注：勤務時間外（夜間･休日）の担当者から代理者への移

行ルールを記載（○時間以内に安否確認メールが届かな

ければ、自動的に代理者が送信する、など） 

連絡が取れない場合の対応 例：近隣居住の社員に実地に確認してもらう 

死傷者が出た場合の社内情

報共有方策 

注：社長、幹部、関連部局への連絡ルール等を記述 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①地震の発動条件は、文書Ａ－１－１で示した被害想定の震度より安全側に

設定してください。（震度６弱の被害想定に対して、震度６弱以下で安否確

認の発動基準を設定する、など） 

   ②文書Ａ－１－１で地震以外の災害による被害を想定している場合は、その

地震以外の災害についても発動基準を設定するようにしてください。 

   ③発動条件は、文書Ｃ－１－１の対応拠点における初動対応の発動基準と整

合を図るようにしてください。 

 

○文書Ｂ－２－１ 安否確認方法一覧表（様式例） 

安否確認の発動条件 例：○○地域で震度○以上の地震 

安否確認の責任者 責任者：     代理者： 

安否確認の担当体制 担当者：  代理者： 

安否確認の実施場所 本社（○○部）  代替実施場所：○○ 

安否確認項目 ・社員及びその家族の安否 

・現在地、参集可能かどうか（勤務時間外や現場等の場合） 

安否確認の方法・手順 注：勤務時間内と勤務時間外（夜間･休日）の方法を区別し

て記載（方法・手順は具体的に記入すること） 

 

代理者への移行ルール 注：勤務時間内と勤務時間外（夜間･休日）のルールを区別

して記載 

注：担当者から代理者への移行ルールを記載（○時間以内に

安否確認メールが届かなければ、自動的に代理者が送信す

る、など） 

安否確認方法の周知方

法 

携行カードによる周知 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①地震の発動条件は、文書Ａ－１－１で示した被害想定の震度より安全側に

設定してください。（震度６弱の被害想定に対して、震度６弱以下で安否確

認の発動基準を設定する、など） 

   ②文書Ａ－１－１で地震以外の災害による被害を想定している場合は、その

地震以外の災害についても発動基準を設定するようにしてください。 

   ③発動条件は、文書Ｃ－１－１の対応拠点における初動対応の発動基準と一

致させるようにしてください。 

    

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

文書Ｂ－２－２  緊急社内連絡体制一覧表（様式例） 

氏名 社有貸与 

携帯番号 

社有貸与 

携帯アドレス 

個人携帯番号 個人携帯ア

ドレス 

自宅の電子

メールアド

レス 

○○○○ 090-****- ***@docomo.- 090-****- ***@docomo

.- 

***@***.- 

△△△△ 090-****- ***@docomo.- 090-****- ***@ezweb.

- 

***@***.- 

 

○文書Ｂ－２－２ 緊急社内連絡体制一覧表 

         （様式は文書Ａ－３－２を参照とし、そちらでまとめる） 

 

 

 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

令和○年○月 作成 

mailto:自宅電子メールアドレスmaruya@kier.kyoto-u.ac.jp
mailto:自宅電子メールアドレスmaruya@kier.kyoto-u.ac.jp
mailto:自宅電子メールアドレスmaruya@kier.kyoto-u.ac.jp


 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

…      

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①社員の支給携帯電話番号や携帯メールアドレスあるいは個人の携帯電話番

号や携帯メールアドレスを一覧として整理するものです。 

    ②各社員の連絡先は、電話・FAX以外に携帯電話やメールなど必ず複数確保す

るようにしてください 

③東日本大震災の教訓も踏まえ、自宅電子メールアドレスもあれば有効です。 

④個人情報が伴いますので取扱いには十分注意してください。 

⑤最新の体制表であることを示すために、作成日を記載してください。 

※文書Ａ－３－２に統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）周知と訓練 

（略） 

 

文書Ｂ－２－３ 各社員への周知（様式は任意） 

説明：①安否確認方法について簡易にまとめた資料や携行カードを作成し、社

員に周知することが重要です。 

   ②携行カードには文書Ｂ－２－１で整理した内容と矛盾がないように、

安否確認方法、安否確認の発動基準を明記してください。 

③できれば、ポケットにはいるサイズで作成し常時携帯させるように指

導することも有効です。 

 

（４）周知と訓練 

（略） 

 

○文書Ｂ－２－３ 各社員への周知 

説明：①安否確認方法について簡易にまとめた資料や携行カードを作成するな

ど、社員に周知することが重要です。また、社員に周知している方法を

記載してください。 

（様式は文書Ｂ－２－１を参照とし、そちらでまとめる） 

   ②携行カードを作成する場合は文書Ｂ－２－１で整理した内容と矛盾が

ないように、安否確認方法、安否確認の発動基準を明記してください。 

③できれば、ポケットにはいるサイズで作成し常時携帯させるように指

導することも有効です。 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

文書Ｂ－２－４（重要）安否確認の訓練計画及び結果評価 

（略） 

 

○文書Ｂ－２－４ 安否確認の訓練計画及び結果評価 

（略） 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

（５）社員の安全確保 

（略） 

 

文書Ｂ－２－５ 顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の 

                     避難・誘導方法（様式例） 

事業所名、建物名等 本社 

避難誘導責任者 

同上（代理者） 

責任者：○○ ○○ 

代理者：○○ ○○ 

顧客、来客の誘導方法 来客については応接している社員が避難誘導をおこなう。 

社員（協力企業、派遣社員

を含む）の避難方法 

避難誘導訓練を受けている○○の指示に従う。 

屋外避難の必要がないと判断される場合は○○会議室に

誘導する。 

避難経路 別図参照 

避難先（集合場所） 本社敷地内駐車場 

近隣の避難所 ○○小学校（距離：○km、時間：○分） 

（略） 

（５）社員の安全確保 

（略） 

 

○文書Ｂ－２－５ 顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の避難

・誘導方法（様式例） 

事業所名、建物名等 本社 

避難誘導責任者 

同上（代理者） 

責任者：○○ ○○ 

代理者：○○ ○○ 

顧客、来客の誘導方法 来客については応接している社員が避難誘導を行う。 

社員（協力企業、派遣社員

を含む）の避難方法 

避難誘導訓練を受けている○○の指示に従う。 

屋外避難の必要がないと判断される場合は○○会議室

に誘導する。 

避難先（集合場所） 本社敷地内駐車場 

避難先（集合場所）までの

距離、避難に要する時間、

誘導方法（移動手段） 

距離：○km、時間：○.○時間、手段：徒歩 

避難先（避難所） ○○小学校 

避難先（避難所）までの距

離、避難に要する時間、誘

導方法（移動手段） 

距離：○km、時間：○.○時間、手段：徒歩 

（略） 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

Ｂ－３．施工中現場等の二次災害の防止 

（略） 

 

文書Ｂ－３－１  二次災害防止の実施計画（様式は任意） 

（略） 

 

Ｂ－３．施工中現場等の二次災害の防止 

（略） 

 

○文書Ｂ－３－１ 二次災害防止の実施計画（様式は任意） 

（略） 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 Ｂ－４．災害時の組織体制と指揮命令系統 

（１）組織体制と指揮命令系統の必要性 

（略） 

 

文書Ｂ－４－１  対応体制・指揮命令系統図（様式例） 

（略） 

 

 Ｂ－４．災害時の組織体制と指揮命令系統 

（１）組織体制と指揮命令系統の必要性 

（略） 

 

○文書Ｂ－４－１ 対応体制・指揮命令系統図（様式例） 

（略） 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

Ｃ 対応拠点の確保 

 

 Ｃ－１．対応拠点、代替対応拠点(代替連絡拠点)の確保 

（１）対応拠点と代替対応拠点（代替連絡拠点）の決定 

Ｃ 対応拠点の確保 

 

 Ｃ－１．対応拠点、代替対応拠点(代替連絡拠点)の確保 

（１）対応拠点と代替対応拠点（代替連絡拠点）の決定 

 

 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

（略） 

 

しかし、本社が、社屋や周辺の被害、電気、通信等のライフラインの途絶

などの理由で使えない場合にも備えておく必要があります。特に、風水害発

生時に対応拠点が浸水する可能性があるか、Ａ－１で添付しているハザード

マップで再度確認しましょう。拠点が浸水してしまう場合でも活動が可能で

あれば、拠点までの代替の交通手段等をどのように確保するか、決めておく

必要があります。 

（略） 

 

（略） 

 

しかし、本社が、社屋や周辺の被害、電気、通信等のライフラインの途絶

などの理由で使えない場合にも備えておく必要があります。特に、風水害発

生時に対応拠点が浸水する可能性があるか、ハザードマップで再度確認しま

しょう。拠点が浸水してしまう場合でも活動が可能であれば、拠点までの代

替の交通手段等をどのように確保するか、決めておく必要があります。 

（略） 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

（２）拠点での電力等の確保の重要性 

（略） 

 

なお、電力と並んで不可欠な通信手段の確保については後述します。さら

に、水、トイレ、食糧等の確保も必要ですので検討してください（これらは

個別性が高いので、認定の対象外です。）。 

 

（２）拠点での電力等の確保の重要性 

（略） 

 

なお、電力と並んで不可欠な通信手段の確保については後述します。さら

に、水、トイレ、食糧等の確保も必要ですので検討してください。 

 

 

 

 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

（３）具体的な選定の方法 

（略） 

 

文書Ｃ－１－１  対応体制・対応拠点の概要（様式例） 

 事 項 説 明 ・ 内 容 

１．初動対応発動基準 
 ＝対象メンバーが自 
 動参集し、災害対策 
 本部の設置基準 

１）○○地域に震度６弱以上の地震の発生 
理由①震度６弱以上の場合、災害協定に基づき～をする必要

があるため。 
  ②施工中現場、重要な施工済み物件への確実な対応が必

要なため。 
注：初動対応発動基準に用いる震度は、被害想定で設定した震
度よりも低い震度で設定してもよい） 
２）○○地域に○○警報、○○警報が発令されたとき 
（注：風水害の発動基準がある場合は、その発動基準を記載し
てください。） 

２．災害対策本部の設 
 置権限者、代理者 

設置権限者：社長又は災害対策本部長（専務） 
代理権限者：第１位～常務、 第２位～○○部長、 

第３位～参集した管理職で最上位の者 

３．災害対策本部要員 専務、常務、総務部長、各部部長・・・(注：事務局員まで記載
。別紙でもよい) 

４．設置場所と連絡手 
 段＝関係先方からの 
 連絡手段 

本社 ○○会議室 住所 
電話 ＊＊＊ ＦＡＸ ＊＊＊ 電子メール ＊＊＊ 
携帯電話 ＊＊＊＊  携帯メール ＊＊＊＊ 
（その他、衛星電話、無線等があれば記述） 
（注：浸水しても対応拠点を活用できる場合はその理由、代替

（３）具体的な選定の方法 

（略） 

 

○文書Ｃ－１－１ 対応体制・対応拠点の概要（様式例） 

 事 項 説 明 ・ 内 容 

１．初動対応発動基準 
 ＝対象メンバーが自 
 動参集し、災害対策 
 本部の設置基準 

１）○○地域に震度６弱以上の地震の発生 
理由①震度６弱以上の場合、災害協定に基づき～をする必要

があるため。 
  ②施工中現場、重要な施工済み物件への確実な対応が必

要なため。 
注：初動対応発動基準に用いる震度は、被害想定で設定した
震度よりも低い震度で設定してもよい） 
２）○○地域に○○警報、○○警報が発表されたとき 
（注：風水害の発動基準がある場合は、その発動基準を記載
してください。） 

２．災害対策本部の設 
 置権限者、代理者 

設置権限者：社長又は災害対策本部長（専務） 
代理権限者：第１位～常務、 第２位～○○部長、 

第３位～参集した管理職で最上位の者 

３．災害対策本部要員 専務、常務、総務部長、各部部長・・・(注：事務局員まで記
載。別紙でもよい) 

４．設置場所と連絡手 
 段＝関係先方からの 
 連絡手段 

本社 ○○会議室 住所 
電話 ＊＊＊ ＦＡＸ ＊＊＊ 電子メール ＊＊＊ 
携帯電話 ＊＊＊＊  携帯メール ＊＊＊＊ 
（その他、衛星電話、無線等があれば記述） 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

 

 

 

 

⑥誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

対応拠点に対策本部を設置する必要がある場合はその対応を
記載してください。） 

５．災害対策本部内及 
 びその近くに備える 
 設備 

電話：＊回線、ＦＡＸ：＊台 
（注：その他、衛星電話、無線等があれば記述） 
パソコン：＊台、プリンター：＊台、コピー機：：台 
ホワイトボード：＊台 ・・・・・ 
上記設備を稼動できる非常用電源：＊＊時間稼動 

（注：あれば記入、なければ整備予定などを記入） 

６．参集要領 1) 災害対策本部の要員は、１の場合には自動的に本社（又は
代替対応拠点）に参集する。 

2) 施工中現場の確認担当者は、１の場合には自動的に直接現

場に向かう。 
3) それ以外の社員は、勤務時間外の場合、安否確認の連絡を
行った上、家族及び家屋の安全な状況であれば定められた場
所（本社、代替対応拠点など）に参集する。 

4) 公共交通機関の途絶等により参集に＊時間以上かかる 
  場合、無理をせず、連絡をして指示を待つ。 

７．各班の担当業務 
（注：班別構成は各社

で行動しやすいよ

うに定めてよい） 

1) 総務班：全体調整担当、被害状況確認担当、・・・ 
2) 業務班：災害復旧工事担当（災害協定業務の着手）、 

施工中現場の状況確認・・・ 

3) 対外班：関係行政機関への連絡担当、得意先担当、取引先
担当、広報担当、・・・ 

4) 支援班：社員の安全確保担当、安否確認担当、・・・ 

注）記載欄の明示は記入例である。 

 

５．災害対策本部内及 
 びその近くに備える 
 設備 

電話：＊回線、ＦＡＸ：＊台 
（注：その他、衛星電話、無線等があれば記述） 
パソコン：＊台、プリンター：＊台、コピー機：：台 
ホワイトボード：＊台 ・・・・・ 

６．参集要領 1) 災害対策本部の要員は、１の場合には自動的に本社（又
は代替対応拠点）に参集する。 

2) 施工中現場の確認担当者は、１の場合には自動的に直接
現場に向かう。 

3) それ以外の社員は、勤務時間外の場合、安否確認の連絡
を行った上、家族及び家屋の安全な状況であれば定められた
場所（本社、代替対応拠点など）に参集する。 

4) 公共交通機関の途絶等により参集に＊時間以上かかる 
  場合、無理をせず、連絡をして指示を待つ。 

７．各班の担当業務 
（注：班別構成は各社

で行動しやすいよ
うに定めてよい） 

1) 総務班：全体調整担当、被害状況確認担当、・・・ 
2) 業務班：災害復旧工事担当（災害協定業務の着手）、 

施工中現場の状況確認・・・ 
3) 対外班：関係行政機関への連絡担当、得意先担当、取引

先担当、広報担当、・・・ 
4) 支援班：社員の安全確保担当、安否確認担当、・・・ 

８．対応拠点が浸水域
内かの確認 

浸水域内または浸水域外 
注：浸水しても対応拠点を活用できる場合はその理由を記載
してください。 
注：対応拠点を活用できる場合は、参集時に浸水域内を移動

することが想定されるため、拠点までの代替の交通手段を記
載してください。 

９，非常用電源 非常用電源ありまたは非常用電源なし 

注：あれば稼働時間を記載してください。上記設備を稼動で
きる非常用電源：＊＊時間稼動 
注：なければ導入予定時期を記載してください。 

注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：「２．災害対策本部の設置権限者、代理者」、「３．災害対策本部要員」、「６．

参集要領」「７．各班の担当業務」は任意で記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

文書Ｃ－１－２  代替対応拠点（または代替連絡拠点）の概要(様式例) 

１．代替対応(連絡)拠点名 

（注：「対応」か「連絡」か

の別を明示すること） 

当社○○支店 

２．設置場所と連絡手段 

＝関係先方からの連絡手段 

○○支店 ○○会議室 住所 

電話 ＊＊＊ ＦＡＸ ＊＊＊ 電子メール ＊＊

＊ 

携帯電話 ＊＊＊＊  携帯メール ＊＊＊＊ 

（その他、衛星電話、無線等があれば記述） 

 

○文書Ｃ－１－２ 代替対応拠点（または代替連絡拠点）の概要(様式例) 

 事 項 説 明 ・ 内 容 

１．代替対応(連絡)拠点名 

（注：「対応」か「連絡」か

の別を明示すること） 

当社○○支店 

２．設置場所と連絡手段 

＝関係先方からの連絡手段 

○○支店 ○○会議室 住所 

電話 ＊＊＊ ＦＡＸ ＊＊＊ 電子メール ＊＊＊ 

携帯電話 ＊＊＊＊  携帯メール ＊＊＊＊ 

（その他、衛星電話、無線等があれば記述） 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

 

 

 

 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

３．代替対応（連絡）拠点へ

の直接の緊急参集者及び代表

者、設置権限者 

○○部長、○○・・・ 全○名。 

責任者：○○部長、代理：○○ 

設置権限者：社長又は災害対策本部長（専務） 

(注：必要に応じ、別紙に詳しく定めること) 

４．代替対応（連絡）拠点設

置の判断基準 

（以下は、あくまで例示です。） 

・地震の場合は発動参集基準と同じ。 

・その他は、本社の対応拠点が被災して使用不可の

恐れがある次の場合、・・・・ 

５．代替対応（連絡）拠点設

置内及びその近くに備える設

備 

電話：＊回線、ＦＡＸ：＊台 

（注：その他、衛星電話、無線等があれば記述） 

パソコン：＊台、プリンター：＊台、コピー機：＊

台 

ホワイトボード：＊台 ・・・・・ 

上記設備を稼動できる非常用電源：＊＊時間稼動 

（注：あれば記入、なければ整備予定などを記入） 

６．代替対応(連絡)拠点への 

  移動手段 

本社から～○ｋｍ（徒歩●時間）、 

Ａ部長の自宅から～●ｋｍ（自転車○時間） 

注）記載欄の明示は記入例である。 

  説明：①代替対応(連絡)拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。 

     ②代替対応(連絡)拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにします。 

     ③代替対応(連絡)拠点が複数あれば、それぞれについて同様に作成します。 

     ④代替対応(連絡)拠点が対応拠点と同時に設置されるのか、対応拠点が使

用不可になった後に設定されるのかを明確にする必要があります。 

 

３．代替対応（連絡）拠点へ

の直接の緊急参集者及び代

表者、設置権限者 

○○部長、○○・・・ 全○名。 

責任者：○○部長、代理：○○ 

設置権限者：社長又は災害対策本部長（専務） 

(注：必要に応じ、別紙に詳しく定めること) 

４．代替対応（連絡）拠点設

置の判断基準 

（以下は、あくまで例示です。） 

・地震の場合は発動参集基準と同じ。 

・その他は、本社の対応拠点が被災して使用不可の恐

れがある次の場合、・・・・ 

５．代替対応（連絡）拠点設

置内及びその近くに備える

設備 

電話：＊回線、ＦＡＸ：＊台 

（注：その他、衛星電話、無線等があれば記述） 

パソコン：＊台、プリンター：＊台、コピー機：＊台 

ホワイトボード：＊台 ・・・・・ 

６．代替対応(連絡)拠点への 

  移動手段 

対応拠点からの距離：○ｋｍ 

対応拠点からの移動時間：○.○時間 

対応拠点からの移動方法：徒歩 

７，非常用電源 非常用電源ありまたは非常用電源なし 
注：あれば稼働時間を記載してください。上記設備を
稼動できる非常用電源：＊＊時間稼動 

注：なければ導入予定時期を記載してください。導入

予定時期：〇年○月予定 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

  説明：①代替対応(連絡)拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。 

     ②代替対応(連絡)拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにします。 

     ③代替対応(連絡)拠点が複数あれば、それぞれについて同様に作成します。 

     ④代替対応(連絡)拠点が対応拠点と同時に設置されるのか、対応拠点が使

用不可になった後に設定されるのかを明確にする必要があります。 

⑤中小企業の場合、代替対応(連絡)拠点へ直接向かう人数は少数でも構い

ませんが、２人以上にすべきです。 

⑥この様式に記載されている緊急参集者は、本社の対応拠点への緊急参集

者と重複させないのが基本です(本社と支店との距離が非常に近い場合

は例外。ただし、近い場合は本社と同様に被災することが想定されるた

め、他の代替拠点を確保することも不可欠)。 

⑦本社の対応拠点が使用不能とわかれば、本社に参集した災害対策本部メ

ンバーがこちらに移動し、全体の災害対応体制がここにできます。 

⑧役割の種類やそれぞれの代理者（総括責任者の代理を除く）は社員数に

応じて可能な範囲で決めてください。 

⑨「３．代替対応（連絡）拠点への直接の緊急参集者及び代表者、設置権限

者」「４．代替対応（連絡）拠点設置の判断基準」は任意で記載してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

文書Ｃ－１－３  代替対応拠点（または代替連絡拠点）の役割分担表（様式例） 

代替対応（連絡）拠点名：（注：「対応」か「連絡」かの別を明示すること） 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

役割 具体的な業務 担当者 代理者 

統括責任者 代替対応（連絡）拠点の統括 ○○ ○○、○○ 

（２名の記載が望ましい

） 

社内連絡・情報

収集 

情報を収集し、社内への連絡を

実施する。 

○○ ○○、○○ 

取引先緊急連絡 発注者・取引先等との緊急連絡

を実施する。 

○○ ○○、○○ 

施工中現場の 

状況確認 

施工中現場の被害状況、二次災

害防止策の状況等を確認する。 

○○ ○○、○○ 

災害協定業務の

着手 

災害協定業務が目標時間内に着

手できるよう連絡調整する。 

○○ ○○、○○ 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 説明：①中小企業の場合、代替対応(連絡)拠点へ直接向かう人数は少数でも構いま

せんが、２人以上にすべきです。 

②この様式の記載者は、本社の対応拠点への参集者と重複させないのが基本

です(本社とごく近い場合は例外。ただし、近い場合は他の代替拠点も不可

欠)。 

③本社の対応拠点が使用不能とわかれば、本社参集した災害対策本部メンバ

ーがこちらに移動し、全体の災害対応体制がここにできます。 

④役割の種類やそれぞれの代理（総括責任者の代理を除く）は人数の余裕に

応じて可能な範囲で決めるので足ります。 

※文書Ｃ－１－２に統合 

 

Ｃ－２．費用のさほどかからない対策 

（１）設備、什器等の固定 

（略） 

 

文書Ｃ－２－１ 設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策状況一覧（様式例） 

場所 拠点 

種別 

設備名 震災対策の必要性、 

実施すべき内容 

他の対策・・・ 

社屋 

Ａ棟 

対応 

拠点 

サーバ 固定が必要・未実施  

・・・   

倉庫  

Ｂ棟 

代替 

対応 

拠点 

資材棚 固定が必要・未実施  

・・・   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①建物ごとに、主要な設備の耐震対策（固定など）その他の対策について、必要

性の評価、施すべき内容を整理します。 

 ②対策の種類ごとに様式を作成してもかまいません。 

Ｃ－２．費用のさほどかからない対策 

（１）設備、什器等の固定 

（略） 

 

○文書Ｃ－２－１ 設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策状況一覧（様式例） 

場所 拠点 

種別 

設備名 震災対策として

実施すべき内容 

実施状況 実施予定時期 

社屋 

Ａ棟 

対応 

拠点 

サーバ 固定が必要 未実施 ○年●月 

・・・    

倉庫  

Ｂ棟 

代替 

対応 

拠点 

資材棚 固定が必要 実施済  

・・・    

(注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①建物ごとに、主要な設備の耐震対策（固定など）その他の対策について、必要

性の評価、施すべき内容を整理します。 

 ②対策の種類ごとに行を追加して整理します。 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

 

 

 合わせて更新 

（２）重要な情報のバックアップ（データ、重要文書・図面など） 

（略） 

 

文書Ｃ－２－３  重要なデータ・文書のバックアップの現状と評価（様式例） 

情報・ 

文書名 

保管場

所 

担当部

署 

担当者 

記録媒体 現在のバックアップ

状況（方法、頻度、

保管場所、移動方法

など） 

実施すべきバックアップ対応 

（方法、頻度、保管場所、移

動方法、実施予定時期など） 

データ 

＊＊ 

サーバ ○○課 

○○ 

サーバ 週 1 回、代替対応拠

点の○○サーバに保

存 

現在のバックアップ方法を引

き続き実施予定。 

文書 

＊＊ 

書庫 ○○課 

○○ 

紙データ 書庫に保管 PDF化後に毎月 HDDに保存し、

代替対応拠点の金庫に保管す

る。（令和○年●月から実施

予定） 

システ

ム＊＊ 

書庫 ○○課 

○○ 

CD バックアップなし 複製した CD を代替対応拠点

の金庫に保管する。（令和○

年●月から実施予定） 

（略） 

 

（２）重要な情報のバックアップ（データ、重要文書・図面など） 

（略） 

 

○文書Ｃ－２－３ 重要なデータ・文書のバックアップの現状と評価（様式例） 

情報・ 

文書名 

担当部署 

担当者 

記録媒体 現在のバックアップ方法（頻度、保管場所） 

データ 

＊＊ 

○○課 

○○ 

サーバ 頻度：週 1回、保管場所：代替対応拠点の１階のサ

ーバに保存 

文書 

＊＊ 

○○課 

○○ 

紙データ 頻度：都度、保管場所：代替対応拠点の２階書庫に

保存 

システ

ム＊＊ 

○○課 

○○ 

CD バックアップなし 

（略） 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

Ｄ 情報発信・情報共有 

 

Ｄ－１．災害直後に連絡を取ることが重要な国、都県、市区町村との相互の連絡先の認

識 

（１）対応拠点からの情報発信・情報共有 

発注者、取引先などは皆様の会社の被害状況に強い関心を持ちます。状況

の情報がすぐに入らないと、相手は最悪の状況を想定して、皆様の会社に依

頼しようと考えていた仕事を同業他社へ契約する可能性もあります。そこで、

対応拠点(又は代替対応拠点や代替連絡拠点)から災害協定先、発注者や取引

先に対して、迅速に情報発信、情報共有を図ることが重要です。 

（略） 

 

Ｄ 情報共有 

 

Ｄ－１．災害直後に連絡を取ることが重要な国、都県、市区町村との相互の連絡先の認

識 

（１）対応拠点からの情報発信・情報共有 

発注者、取引先などは皆様の会社の被害状況に強い関心を持ちます。被害

状況に関する情報がすぐに入らないと、相手は最悪の状況を想定して、皆様

の会社に依頼しようと考えていた仕事を同業他社と契約する可能性もありま

す。そこで、対応拠点(又は代替対応拠点や代替連絡拠点)から災害協定先、

発注者や取引先に対して、迅速に情報発信、情報共有を図ることが重要です。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

⑥補足のために追

記 

⑥誤記修正 

 

 

（２） 主要な連絡先・内容の整理 

（略） 

 

文書Ｄ－１－１  災害発生直後に連絡すべき相手先リスト（様式例） 

連絡相手方 

組織名 

連絡

の 

連絡先 

担当者 

連絡手段 

・連絡先 
連絡する趣旨 

当社担当者 

及び代理者 

（２） 主要な連絡先・内容の整理 

（略） 

 

○文書Ｄ－１－１ 災害発生直後に連絡すべき相手先リスト（様式例） 

連絡相手方 

組織名 

災害協

定 

災害協

定の名

連絡先 

担当者 

連絡手段 

・連絡先 

連絡する趣旨 当社担当者 

及び代理者 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

重要

度 

当社○○ 

事業所 

 

 

 

高 

 

 

 

 

氏名 

代理氏名 

 

 

 

電話・ＦＡ

Ｘ 

電子メール 

携帯電話・ 

携帯メール 

相互の概略に被害状況

を把握 

社員、来訪者の安否確

認 

相互の支援の必要性の

把握 

担当者 

代理者 

役割 

国土交通省 

○○出張所 

（災害協定先） 

 

高 

 

 

 

 

氏名 

代理氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定による業務への対

応可能性の連絡 

発注者側の対応体制の

把握 

協定外の緊急業務の有

無の把握 

 

○○県土整備事

務所 

（建設業団体と

の災害協定先） 

中 氏名 

代理氏名 

 

 

同上  

建設業団体 

（災害協定先） 

高 氏名 

代理氏名 

 協定による業務への対

応可能性の連絡 

 

国土交通省 

関東地方整備局 

○○事務所 

中 氏名 

代理氏名 

 協定外の緊急業務の有

無の把握 

 

・・・・      

（注）記載欄の明示は記入例である。 

  説明：①これら相手先に、皆様の会社の代替対応（連絡）拠点への連絡方法を事前

に通知しておきます。それにより先方から連絡が付く可能性が高まりま

す。 

②この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要がありま

す。 

③関係の公的機関にも、連絡する必要が生じる場合があります。 

④災害発生直後に連絡すべき相手先リストについては、社員等がその協定

内容や協定関係の詳細を確認できるよう、協定書の写しを添付してくだ

さい。また、災害発生直後に連絡すべき相手先リストに記載する連絡相手

方については協定書と整合を図ってください。 

⑤連絡の重要度は、直接的な協定先は「高」、間接的な協定先は「中」に設

定してください。 

⑥最寄りの関東地方整備局の事務所・出張所の連絡先については、直接協

定が結ばれていないなどの理由で連絡担当者が不明な場合には、記載す

る必要がありません。 

⑦当社担当者及び代理者は、文書Ｃ－１－１の関係行政機関への連絡の担

称 

当社○○ 

事業所 

 

 

 

なし  氏名 

 

 

 

電話・ＦＡＸ 

電子メール 

携帯電話・ 

携帯メール 

相互の概略に被害状

況を把握 

社員、来訪者の安否

確認 

相互の支援の必要性

の把握 

担当者名 

代理者名 

 

国土交通省 

○○出張所 

 

あり 〇〇に

関する

協定 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定による業務への

対応可能性の連絡 

発注者側の対応体制

の把握 

協定外の緊急業務の

有無の把握 

担当者名 

代理者名 

○○県土整

備事務所 

 

あり 〇〇に

関する

協定 

氏名  

 

同上 担当者名 

代理者名 

建設業団体 

 

あり 〇〇に

関する

協定 

氏名  協定による業務への

対応可能性の連絡 

担当者名 

代理者名 

国土交通省 

関東地方整

備局 

○○事務所 

なし  氏名  協定外の緊急業務の

有無の把握 

担当者名 

代理者名 

・・・・       

（注）記載欄の明示は記入例である。 

  説明：①これら相手先に、皆様の会社の代替対応（連絡）拠点への連絡方法を事前

に通知しておきます。それにより先方から連絡が付く可能性が高まりま

す。 

②この相手先リストの常備場所及び常時携帯すべき社員はあらかじめ決め

ておく必要があります。 

③関係の公的機関にも、連絡する必要が生じる場合があります。 

④災害発生直後に連絡すべき相手先リストについては、社員等がその協定

内容や協定関係の詳細を確認できるよう、協定書の写しをいつでも確認

できるようにしてください。また、災害発生直後に連絡すべき相手先リス

トに記載する連絡相手方については協定書と整合を図ってください。 

⑤最寄りの関東地方整備局の事務所・出張所の連絡先については、直接協

定が結ばれていないなどの理由で連絡担当者が不明な場合には、記載す

る必要がありません。 

⑥個人情報保護等の理由で、連絡先から代表電話以外の直通の電話番号等

を開示してもらえない場合は、複数の連絡先を記載する必要はありませ

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

③アンケート結果

を踏まえて補足 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

当班の班員と整合を図ってください。 ん。 

⑦当社担当者及び代理者は、文書Ａ－３－２の関係行政機関への連絡の担

当班の班員と整合を図ってください。 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

（３）施工中の工事現場における連絡先・内容の整理 

（略） 

 

文書Ｄ－１－２  施工中現場の連絡先リスト（様式例） 

 

工

事

名 

発注 

機関 
工期 

発注担当

者及び連

絡先 

現場代理人

及び連絡先 

現場代

理人 

の現場

までの

距離・

時間 

夜間・休

日 担 当

者、代理

人及び連

絡先 

夜間・休日担

当者及び代理

人の現場まで

の距離・時間 

○
○ 
工
事 

○○ 
事務所 

Ｈ○年 
○月 
○日 
～ 
Ｈ○年 
○月 
○日迄 

担当者名 
電話番号 
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
携帯電話 
携帯メー
ル 

担当者名  
電話番号  
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  
携帯電話  
携帯メール 

距離：
○km 
時間：
○時間 
 
 

担当者名 
電話番号 
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
携帯電話 
携帯メー
ル 
代理人名 
電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
携帯電話 
携帯メー

ル 

・担当者 
距離：○km 
時間：○時間 
 
・代理人 
距離：○km 
時間：○時間 
 

 

○
○
工
事 

○○ 
土木 
事務所 

同上 同上 同上  同上  

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 説明：①直接行政機関から請け負った工事について記載して下さい。 

    ②参集時間は徒歩２．０km/h（又は自転車５．０km/h）で算出し、夜間休日の

目標時間である 12時間以内に現場を確認できる人員としてください。 

    ③夜間・休日担当者、代理人は、対応拠点において重要な役割（本部長、班長

等）についていない人員としてください。 

    ④夜間・休日の現場確認担当者が複数の現場を確認する場合は、複数現場合

わせて目標時間（夜間・休日 12時間）以内に対応できるかを確認してくだ

さい。 

    ⑤発注担当者への連絡手段は、電話・FAX、携帯電話だけではなく、電子メー

ル（PC、携帯）等も確保してください。 

（略） 

（３）施工中の工事現場における連絡先・内容の整理 

（略） 

 

○文書Ｄ－１－２ 施工中現場の連絡先リスト（様式例） 

工

事

名 

発

注 

機

関 

工期 発注担当

者及び連

絡先 

現場代理

人及び連

絡先 

夜間・休

日担当者

連絡先 

夜間・休

日担当者

の現場ま

での距離

(km)・移

動手段・

時間(h) 

夜間・休

日担当者

の代理人

の連絡先 

夜間・休日

担当者の

代理人の

現場まで

の 距 離

(km)・移動

手段・時間

(h) 

○

○ 

工

事 

○

○ 

事

務

所 

○年 

○月 

○日 

～ 

○年 

○月 

○日 

迄 

担当者名 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

携帯電話 

携帯メー

ル 

担当者名  

電話番号  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

携帯電話  

携帯メー

ル 

担当者名 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

携帯電話 

携帯メー

ル 

距離：３ 

移 動 手

段：徒歩 

時間：１．

５ 

代理者名 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

携帯電話 

携帯メー

ル 

距離：５ 

移動手段：

自転車 

時間：１ 

 

 

○

○

工

事 

○

○ 

土

木 

事

務

所 

同上 同上 同上 担当者名 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

携帯電話 

携帯メー

ル 

距離：５ 

移 動 手

段：徒歩 

時間：２．

５ 

代理者名 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

携帯電話 

携帯メー

ル 

距離：４ 

移動手段：

徒歩 

時間：２ 

 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 説明：①直接行政機関から請け負った工事について記載してください。 

    ②参集時間は徒歩２．０km/h（又は自転車５．０km/h）で算出し、夜間休日の

目標時間である 12時間以内に現場を確認できる人員としてください。 

    ③夜間・休日担当者、夜間・休日担当者の代理人は、対応拠点において重要な

役割（本部長、班長等）についていない人員としてください。 

    ④夜間・休日の現場確認担当者が複数の現場を確認する場合は、複数現場合

わせて目標時間（夜間・休日 12時間）以内に対応できるかを確認してくだ

さい。 

    ⑤発注担当者への連絡手段は、電話・FAX、携帯電話に加えてそれ以外にメー

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥補足のために追

記 

 

 

 

 

①評価基準の改定



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

 ル（PC、携帯）、SNSを確保するようにしてください。 

（略） 

 

 

に伴い更新 

Ｄ－２．災害時にも強い連絡手段の準備 

（１）通信手段の確保 

（略） 

 

       社内の通信手段は、文書Ｂ－２－２の社内の連絡体制表や文書Ｃ－１－１

の対応体制・対応拠点の概要に、社外の通信手段は、文書Ｄ－１－１の災害

発生直後に連絡すべき相手先リストに、災害時にも強い連絡手段を記入して

おきます。 

 

 

Ｄ－２．災害時にも強い連絡手段の準備 

（１）通信手段の確保 

（略） 

 

       社内の通信手段は、文書Ａ－３－２の社内の連絡体制表や文書Ｃ－１－１

の対応体制・対応拠点の概要に、社外の通信手段は、文書Ｄ－１－１の災害

発生直後に連絡すべき相手先リスト、文書Ｄ－１－２の施工中現場の連絡先

リスト、文書Ｅ－２－１災害発生直後に調達するリスト及び、文書Ｅ－２－

２災害発生直後に代替調達するリストに、災害時にも強い連絡手段を記入し

ておきます。 

 

 

 

 

 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

⑥補足のために追

記 

 

Ｅ 人員と資機材の調達 

  

Ｅ－１．自社で確保している資源の認識 

（１）災害時に必要な人員と資機材の把握 

（略） 

 

文書Ｅ－１－１  自社が保有している人員、資機材など（様式例） 

資源名 種   類 人数・数量 確認者 確認時期 

人員 
１級土木施工管理技士 ○人  令和○年○月○日 

・・・    

機材 

バックホウ0.3ｍ3 ○台  令和○年○月○日 

社有車 ○台  令和○年○月○日 

・・・    

資材 

ブルーシート ○枚  令和○年○月○日 

土嚢袋 ○袋  令和○年○月○日 

トラロープ ○本  令和○年○月○日 

カラーコーン ○個  令和○年○月○日 

・・・    

資金     

・・・     

（注）記載欄の明示は記入例である。 

Ｅ 人員と資機材の調達 

  

Ｅ－１．自社で確保している資源の認識 

（１）災害時に必要な人員と資機材の把握 

（略） 

 

○文書Ｅ－１－１ 自社が保有している人員、資機材など（様式例） 

資源名 種   類 人数・数量 

人員 
１級土木施工管理技士 ○人 

・・・  

機材 

バックホウ0.3ｍ3 ○台 

社有車 ○台 

・・・  

資材 

ブルーシート ○枚 

土嚢袋 ○袋 

トラロープ ○本 

カラーコーン ○個 

・・・  

資金   

・・・   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

  

（２）備蓄 

自社の食料等の備蓄状況を把握し、応急対応メンバーが少なくとも３日間

活動できる分の食料と飲料水を備蓄することが重要です。広域的な大災害の

場合、救援物資が早急に届かない懸念もあります。 

また、災害時に閉じ込め、下敷きとなった者などを救出するための機材や

防塵マスクなど、救出作業を想定した機材・装備の備蓄も重要です。 

（２）備蓄 

自社の食料等の備蓄状況を把握し、指揮命令系統図に記載のメンバーが少

なくとも３日間活動できる分の食料と飲料水を備蓄することが重要です。広

域的な大災害の場合、救援物資が早急に届かない懸念もあります。 

また、災害時に閉じ込め、下敷きとなった者などを救出するための機材や

防塵マスクなど、救出作業を想定した機材・装備の備蓄も重要です。 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

文書Ｅ－１－２  応急対応メンバーのための備蓄（様式例） 

品名 個数 保存期間 保管場所 管理責任者 確認時期 備考 

飲料水 ○本 令和○年○月 倉庫Ｂ棟 ○○部長 令和○年○月 1人当たり3

ℓ／日 

非常食 ○食 令和○年○月 倉庫Ｂ棟 ○○部長 令和○年○月 1人当たり3

食／日 

・・・

・ 

      

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①飲料水、食料については３日分程度の備蓄量を算出した根拠を記載、若しく

は資料を添付して下さい。１人当たりの１日に必要な備蓄量は飲料水３ℓ、食

料３食分とされています。（首都直下地震帰宅困難者等対策協議会「事業所に

おける帰宅困難者対策ガイドライン（平成 24 年９月 10日）」 

②備蓄量は、応急対応メンバー用を超えて社員全体用を目指すことが推奨されま

す。 

③保存期限は、「令和○年○月」と時期を具体的に記入してください。 

④備蓄量が不足している場合は、今後の購入予定を記入してください。 

○文書Ｅ－１－２ 指揮命令系統図記載メンバーのための備蓄（様式例） 

品名 個数 保存期限 保管場所 保管責任者 

飲料水 ○本 ○年○月 倉庫Ｂ棟 ○○部長 

非常食 ○食 ○年○月 倉庫Ｂ棟 ○○部長 

・・・・     

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①飲料水、食料については３日分以上確保してください。なお、１人当たりの１

日に必要な備蓄量は飲料水３ℓ、食料３食分とされています。（首都直下地震

帰宅困難者等対策協議会「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン（平成

24年９月 10日）」 

②備蓄量は、指揮命令系統図記載のメンバー用を超えて社員全体用を目指すこと

が推奨されます。更に、来客や周辺住民向けにも備蓄することが望まれます。 

③保存期限は、「○年○月」と時期を具体的に記入してください。 

④備蓄量が不足している場合は、今後の購入予定を検討してください。 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示  

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

文書Ｅ－１－３  災害時の救出用機材等の備蓄（様式例） 

品名 個数 保管場所 管理責任者 確認時期 備考 

バール ○本 倉庫Ｂ棟 ○○部長 令和○年○月  

のこぎり ○本 倉庫Ｂ棟 ○○部長 令和○年○月  

・・・・      

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 説明：①例として、バール、のこぎり、スコップ、ハンマー、照明器具、番線カッタ

ー、ジャッキ、簡易ウインチ、ロープ、はしご、防塵マスク等があげられま

す。 

②備えていても管理責任者や保管場所がわからないといざというときに役立

ちませんので、リストの整理が必要です。 

② 現時点で機材が不足している場合は、今後の予定を記載してください。 

○文書Ｅ－１－３ 災害時の救出用機材等の備蓄（様式例） 

品名 個数 保管場所 

バール ○本 倉庫Ｂ棟 

のこぎり ○本 倉庫Ｂ棟 

・・・・   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 説明：①例として、バール、のこぎり、スコップ、ハンマー、照明器具、番線カッタ

ー、ジャッキ、簡易ウインチ、ロープ、はしご、防塵マスク等があげられま

す。 

②備えていても保管場所がわからないといざというときに役立ちませんの

で、リストの整理が必要です。 

③現時点で機材が不足している場合は、今後の予定を検討してください。 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

 Ｅ－２．自社外からの調達についての連絡先の認識 

（略） 

 Ｅ－２．自社外からの調達についての連絡先の認識 

（略） 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

  

（３）燃料の調達 

（略） 

 

文書Ｅ－２－１  災害発生直後に調達するリスト（様式例） 

連絡 

相手方名 

連絡 

重要度 

連絡先 

担当者 
連絡先 

連絡する

趣旨 

対応拠点／

代替対応拠

点の位置、連

絡先の事前

通知 

当社担当 

及び代理 

Ａ社 高 氏名 

代理氏

名 

電話、FAX、 

電子メール、

携帯電話、携

帯メール 

人員の確

保 

受注業務 

遂行協力 

通知済み  

 

Ｂリース

社 

高   機材のリ

ース 

通知済み  

Ｃ商社 高   材料の調

達（土嚢

袋、 鋼材、

セメント

等） 

通知済み  

Ｄ社 高   装備（防塵

マスク等） 

通知済み  

Ｅ社 高   燃料の調

達 

  

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①これらの相手先に対応拠点、代替対応(連絡)拠点への連絡方法を事前に

通知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高まります。 

②この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要がありま

す。 

 

（３）燃料の調達 

（略） 

 

○文書Ｅ－２－１ 災害発生直後に調達するリスト（様式例） 

連絡  

相手方名 

連絡先 

担当者 
連絡先 

連絡する

趣旨 

調達先の連

絡 対 応 窓

口、連絡先

の受領日 

自社の連絡

対応窓口、

連絡先の通

知日 

当社担当 

及び代理 

Ａ社 氏名 

 

電話、FAX、 

電 子 メ ー

ル、携帯電

話、携帯メ

ール 

人員の確

保  

受注業務  

遂行協力 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｂリース

社 

  機材のリ

ース 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｃ商社   材料の調

達（土嚢

袋 、  鋼

材、セメ

ント等） 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｄ社   装備（防

塵マスク

等） 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｅ社   燃料の調

達 

  担当者名 

代理者名 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①これらの相手先の連絡先を受領（確認）した日を記載してください。 

②これらの相手先に対応拠点、代替対応(連絡)拠点への連絡方法を事前に通

知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高まります。連

絡先を通知した日を記載してください。 

③この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要がありま

す。 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

（４）代替調達先の確保 

（略） 

 

文書Ｅ－２－２  災害発生直後に代替調達するリスト（様式例） 

連絡 

相手方名 

連絡 

重要度 

連絡先 

担当者 
連絡先 

連絡する趣

旨 

対応拠点／代

替対応拠点の

位置、連絡先

の事前通知 

当社

担当 

及び

代理 

（４）代替調達先の確保 

（略） 

 

○文書Ｅ－２－２ 災害発生直後に代替調達するリスト（様式例） 

連絡  

相手方

名 

連絡先 

担当者 
連絡先 

連絡する趣

旨 

調達先の連

絡 対 応 窓

口、連絡先

の受領日 

自社連絡対

応窓口、連

絡先の事前

通知日 

当社担当 

及び代理 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

Ｅ社 中 氏名  

代理氏名 

電話、FAX、 

電 子 メ ー

ル、 

携帯電話、 

携 帯 メ ー

ル 

人員の確保  

受注業務  

遂行協力 

通知済み  

Ｆリース

社 

中   機材のリー

ス 

通知済み  

Ｇ商社 低   材料の調達

（土嚢袋、 

鋼材、セメ

ント等） 

未通知 

（○月までに

通知予定） 

 

Ｈ社 低   装備（防塵

マスク等） 

未通知 

（○月までに

通知予定） 

 

Ｉ社 中   燃料の調達   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

（略） 

 

Ｅ社 氏名  電話、FAX、 

電 子 メ ー

ル、 

携帯電話、 

携 帯 メ ー

ル 

人員の確保  

受注業務  

遂行協力 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｆリー

ス社 

  機材のリー

ス 

○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

Ｇ商社   材料の調達

（土嚢袋、 

鋼材、セメ

ント等） 

○年●月●

日 

未通知 

（○月まで

に 通 知 予

定） 

担当者名 

代理者名 

Ｈ社   装備（防塵

マスク等） 

○年●月●

日 

未通知 

（○月まで

に 通 知 予

定） 

担当者名 

代理者名 

Ｉ社   燃料の調達 ○年●月●

日 

○年●月●

日 

担当者名 

代理者名 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

（略） 

 

Ｆ 訓練及び改善の実施 

 

 Ｆ－１．訓練計画 

（１）災害時対応訓練の実施と改善 

災害時にも重要な事業を継続または迅速に再開するためには、防災担当者

だけではなく全社員が必要な対応の内容を熟知し、実行できるようにしてお

く必要があります。このためには、災害を想定した訓練（発動基準、対応拠

点、代替対応（連絡）拠点、対応体制、代理者及び代理順位の確認とそれに

基づいた役割などを確認する机上訓練や実動訓練）などが重要になります。

このため訓練計画を立案し、着実に実施していく必要があります。 

（略） 

 

Ｆ 訓練及び改善の実施 

 

 Ｆ－１．訓練計画 

（１）災害時対応訓練の実施と改善 

災害時にも重要な事業を継続または迅速に再開するためには、防災担当者

だけではなく全社員が必要な対応の内容を熟知し、実行できるようにしてお

く必要があります。このためには、災害を想定した訓練（発動基準、対応拠

点、代替対応（連絡）拠点、対応体制、代理者及び代理順位の確認とそれに

基づいた役割などを確認する机上訓練や実動訓練）などが重要になります。

このため訓練計画を立案し、着実に実施していく必要があります。特に、災

害対策本部立ち上げ訓練、バックアップデータの立ち上げ訓練、安否確認訓

練は認定審査でも重要な確認事項となるので必ず計画してください。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

 

（２）訓練の結果概要の提出 

訓練を実施した場合には、訓練実施記録を作成します。認定の更新を受ける場

合には、訓練実施記録を提出することが必要です（前回認定以降から今回申請ま

での全ての訓練実施記録は必須）。認定の更新審査に際して、重要なチェック対

象となります。 

（略） 

（２）訓練の結果概要の提出 

訓練を実施した場合には、訓練実施記録を作成します。認定の更新を受ける場

合には、訓練実施記録を提出することが必要です。前回認定時の訓練計画に対し

て、今回申請までに実施した訓練結果と訓練ごとに整理した訓練実施記録（今回

申請の直近で実施した 1回分の記録）を提出してください。認定の更新審査に際

して、重要なチェック対象となります。 

 

 

①評価基準の改定

に伴い更新 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

 

文書Ｆ－１－１  災害時対応訓練の実施計画（様式例） 

訓練名称 訓練内容 
参加者・ 

対象者 

予定 

時期 

実施 

場所 

企画 

実施部署 

災害対策本部

の立上げ訓練 

発災後から、災害対策本

部を立ち上げ、初動体制

に入るまでの全体の流れ

を確認する。 

災害対策本部

長、本部員、

各班の中心メ

ンバー 

毎年

○月 

拠点・代

替拠点な

ど 

○○部 

○○課 

避難・誘導訓

練（消防法に

基づく又は自

主訓練） 

災害時の避難・誘導訓練

。地震と火災発生を想定

して屋外避難と点呼、初

期消火。 

全社員 毎年 

○月 

拠点・ 

代替拠点 

など 

○○部 

○○課 

安否確認訓練 携帯電話メールを基本に

、社員全員に対し安否

を問う連絡をし、回答

を求め、結果を集計す

る。 

全社員 毎年 

○月 

拠点・ 

代替拠点

など 

○○部 

○○課 

バックアップ

データの立上

げ訓練 

経理情報等、重要情報の

バックアップデータを立

ち上げる。 

○○班 毎年 

○月 

拠点・ 

代替拠点

など 

○○部 

○○課 

災害時対応の

確認訓練（机

上訓練） 

（注：代替拠

点でも実施） 

緊急参集メンバーが事

業継続計画の応急対応、

事業継続の部分を読み合

わせ、各要員が行うべ

き対応を確認する。 

災害対策本

部長、本部員

、各班の中

心メンバー 

毎年 

○月 

拠点・ 

代替拠点

など 

○○部 

○○課 

非常用電源立

ち上げ訓練 

 

非常用電源を立ち上げ

るのに、どの程度時間

を要するかなどを検証

する。 

全社員 毎年

○月 

拠点・代

替拠点な

ど 

○○部 

○○課 

非常参集訓練 災害発生時に、参集メ

ンバーが拠点に参集す

る時間や、安全なルー

トを検証する。 

災害対策本

部要員 

毎年

○月 

自宅～拠

点・代替

拠点 

○○部 

○○課 

現場担当者・

協力会社との

連絡訓練 

現場担当者や協力会社

に対して、状況確認の

連絡を行い、連絡系統

や連絡手段を検証する

。 

災害対策本

部要員、現

場担当者、

協力会社担

当者 

毎年

○月 

拠点・各

現場 

協力会社

拠点 

○○部 

○○課 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：各訓練は代替拠点においても実施するようにしてください。 

（略） 

 

○文書Ｆ－１－１ 災害時対応訓練の実施計画（様式例） 

訓練名称 実施場所 訓練内容 
参加者・ 

対象者 
予定時期 

災害対策本部

の立上げ訓練 

対応拠点 発災後から、災害対策本部を

立ち上げ、初動体制に入るま

での全体の流れを確認する。 

災害対策本部

長、本部員、

各班の中心メ

ンバー 

毎年○月 

災害対策本部

の立上げ訓練 

代替拠点 同上 代替対応拠点

参集メンバー 

毎年○月 

バックアップ

データの立上

げ訓練 

対応拠点 経理情報等、重要情報のバッ

クアップデータを立ち上げる

。 

○○班 毎年 

○月 

バックアップ

データの立上

げ訓練 

代替拠点 同上 代替対応拠点

参集メンバー 

毎年○月 

安否確認訓練 対応拠点

・代替拠

点など 

携帯電話メールを基本に、

社員全員に対し安否を問う

連絡をし、回答を求め、結

果を集計する。 

全社員 毎年 

○月 

避難・誘導訓

練（消防法に

基づく又は自

主訓練） 

対応拠点

・代替拠

点など 

災害時の避難・誘導訓練。地

震と火災発生を想定して屋外

避難と点呼、初期消火。 

全社員 毎年 

○月 

災害時対応の

確認訓練（机

上訓練） 

対応拠点

・代替拠

点など 

緊急参集メンバーが事業継

続計画の応急対応、事業継続

の部分を読み合わせ、各要

員が行うべき対応を確認す

る。 

災害対策本

部長、本部員

、各班の中

心メンバー 

毎年 

○月 

非常用電源立

ち上げ訓練 

 

対応拠点

・代替拠

点など 

非常用電源を立ち上げるの

に、どの程度時間を要する

かなどを検証する。 

全社員 毎年○月 

非常参集訓練 自宅～対

応拠点・

代替拠点 

災害発生時に、参集メンバ

ーが拠点に参集する時間や

、安全なルートを検証する

。 

災害対策本

部要員 

毎年○月 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

（略） 

 

現場担当者・

協力会社との

連絡訓練 

対応拠点

・各現場 

協力会社

拠点 

現場担当者や協力会社に対

して、状況確認の連絡を行

い、連絡系統や連絡手段を

検証する。 

災害対策本

部要員、現

場担当者、

協力会社担

当者 

毎年○月 

注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①災害対策本部の立上げ訓練、バックアップデータの立ち上げ訓練、安否確

認訓練は必ず計画するようにしてください。 

②災害対策本部の立ち上げ訓練及びバックアップデータの立ち上げ訓練は代

替拠点においても実施するようにしてください。 

（略） 

 

 

 

 

 

⑥補足のために追

記 

 

 

 ○文書Ｆ－１－２ 訓練実施記録一覧（様式例） 

訓練計画 実施記録 

訓練名称 実施場所 回数 訓練名称 実施場所 回数 

災害対策本部の

立上げ訓練 

対応拠点 3 災害対策本部の

立上げ訓練 

対応拠点 3 

同上 代替拠点 3 同上 代替拠点 3 

バックアップデ

ータの立上げ訓

練 

対応拠点 3 バックアップデ

ータの立上げ訓

練 

対応拠点 3 

同上 代替拠点 3 同上 代替拠点 3 

安否確認訓練 自宅 3 安否確認訓練 自宅 3 

同上 現場 3 

避難・誘導訓練 対応拠点 3 避難・誘導訓練 対応拠点 3 

同上 現場 1 

・・・ ・・・ ・ ・・・ ・・・ ・ 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：①訓練計画については、前回認定時に計画していた訓練名、実施場所、計画

回数を記載してください。 

②実施記録については、前回認定以降から今回申請するまでに実施した訓

練名、実施場所、実施回数を記載してください。 

③訓練計画と実施記録は対比できるように記載してください。 

④評価基準と整合

を図るよう追加 

 

文書Ｆ－１－２  訓練実施記録（様式例） 

（略） 

 

説明：改善点、所感については必ず記載してください。 

 

○文書Ｆ－１－３ 訓練実施記録（様式例） 

（略） 

 

説明：①改善点、所感については必ず記載してください。 

②訓練を計画通り実施できていない場合は、訓練ごとに未実施理由を記載して

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

①評価基準の改定

に伴い更新 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

ください。 

 Ｆ－２．事業継続計画の改善計画及び平常時の点検計画 

（略） 

  

 Ｆ－２．事業継続計画の改善計画及び平常時の点検計画 

（略） 

 

 

（２）事業継続計画の定期的・適時の改善 

（略） 

 

文書Ｆ－２－１  事業継続計画の定期的点検及び改善計画（様式例） 

種別及び 

実施時期 
点検又は改善の項目 実施部署 統括部署 

チ ェ

ック 
実施日 担当者 

定期的点検 

四半期ごと

(○月、○月

、○月、○月

) 

（記載事項

の修正は随

時行うが、

四半期ごと

に確認） 

 

 

人事異動、組織の変更に

よる指揮命令系統、安否

確認の登録情報に変更は

ないか。 

各 部 各

課 

＊＊部 

＊＊課 

□   

関係先の人事異動により、

電話番号やメールアドレ

スの変更がないか。 

  □   

重要なデータや文書のバ

ックアップを実施してい

るか。 

  □   

新たな施工現場ができた

場合、被災時の二次災害

防止の体制を整備し、事

業継続計画に含ませたか

。 

  □   

定期的改善 

（年１回○

月、別々の月

にしても良

い） 

過去１年間で実施した対

策を踏まえた計画全般の

見直し。 

  □   

被害想定などの発表・更新

に対応した計画の見直し。 

  □   

訓練結果を踏まえた計画

の見直し 

  □   

年度予算で取り上げる対

策の検討 

  □   

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

（２）事業継続計画の定期的・適時の改善 

（略） 

 

○文書Ｆ－２－１ 事業継続計画の定期的点検及び改善計画（様式例） 

種別及び 

実施時期 
点検項目 

定期的点検 

四半期ごと(○月、○

月、○月、○月) 

（記載事項の修正は

随時行うが、四半期ご

とに確認） 

 

人事異動、組織の変更による指揮命令系統、安否確認の登

録情報に変更はないか。 

関係先の人事異動により、電話番号やメールアドレスの変

更がないか。 

重要なデータや文書のバックアップを実施しているか。 

新たな施工現場ができた場合、被災時の二次災害防止の体

制を整備し、事業継続計画に含ませたか。 

 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

 

種別及び 

実施時期 
改善項目 

定期的改善 

（年１回○月、別々の

月にしても良い） 

過去１年間で実施した対策を踏まえた計画全般の見直し。 

被害想定などの発表・更新に対応した計画の見直し。 

訓練結果を踏まえた計画の見直し 

年度予算で取り上げる対策の検討 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

 

 Ｆ－３．訓練、事業継続計画及び点検の実施状況 

（１）事業継続計画の改善及び定期的点検の実施記録 

「建設会社における災害時の基礎的事業継続力評価要領」に基づく認定は、

有効期限があります。認定証の有効期間は２年間、令和５年 10月１日付け認

Ｆ－３．訓練、事業継続計画及び点検の実施状況 

（１）事業継続計画の改善及び定期的点検の実施記録 

「建設会社における災害時の基礎的事業継続力評価要領」に基づく認定は、

有効期限があります。認定証の有効期間は２年間、令和５年 10月１日付け認

⑥点検・改善計画

に合わせて記載順

序を更新 

 



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

定以降の継続認定にあっては３年間です。 

認定を更新する際には、定期的(最低限１年に１度)及び適時の事業継続計

画の改善の実施記録と、定期的な点検の実施記録を提出することが必要です

（前回認定以降から今回申請までの全ての実施記録は必須）。認定の更新審

査に際して、重要なチェック対象となります。 

なお、訓練の実施記録については、「文書Ｆ－１－２訓練実施記録」と同

様の様式により作成します。 

 

定以降の継続認定にあっては３年間です。 

認定を更新する際には、定期的な点検の実施記録と定期的(最低限１年に１

度)及び適時の事業継続計画の改善の実施記録を提出することが必要です（前

回認定以降から今回申請までの全ての実施記録は必須）。認定の更新審査に

際して、重要なチェック対象となります。 

なお、訓練の実施記録については、「文書Ｆ－１－３訓練実施記録」と同

様の様式により作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

文書Ｆ－３－１  事業継続計画の改善の実施記録（様式例） 

改善の実施

時期 
改善の項目 

実施部

署 
統括部署 

チェ

ック 

担当

者 

令和○年○

月○日 

過去１年間で実施した対策

を踏まえた計画全般の見直

し。 

各部各

課 

＊＊部 

☑   
＊＊課 

（改善した項目）1年間の対策を振り返り、各章に注意事

項や詳細な対応について追記。 
 

被害想定などの発表・更新

に対応した計画の見直し。 

各部各

課 

＊＊部 
☑   

＊＊課 

（改善した項目）被害想定の変更がなかったため改善な

し。 
 

訓練結果を踏まえた計画の

見直し 

各部各

課 

＊＊部 
☑   

＊＊課 

（改善した項目）災害時対応の周知を徹底することを明

記。 
 

年度予算で取り上げる対策

の検討 

各部各

課 

＊＊部 
☑   

＊＊課 

（改善した項目）バックアップ用のクラウドシステムの契

約を検討することを明記。 
 

 

版数 策定・改訂年月日 制定・改訂の内容 承認者 

初版 平成○年○月○日 新規策定 社長 ＊＊

＊＊ 

○版 令和○年○月○日 見直し・改善による変更内容の概要 社長 ＊＊

＊＊ 

 

※文書Ｆ－３－２と入れ替え 

○文書Ｆ－３－１ 定期的な点検の実施記録（様式例） 

点検の実施日 点検の実施記録 

○年○月○日 人事異動、組織変更に伴う指揮命令系統、安否確認の登録情報

を点検し、一部修正した。 

  

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

（略） 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑥点検・改善計画

に合わせて記載順

序を更新 

 

文書Ｆ－３－２  定期的な点検の実施記録（様式例） 

点検の実施日時 点検の主な内容と是正した項目など 承認者 

令和○年○月○日 人事異動、組織変更に伴う指揮命令系統、安否

確認の登録情報を点検し、一部修正した。 

＊＊＊＊ 

○文書Ｆ－３－２ 事業継続計画の改善の実施記録（様式例） 

改善の実施日 改善の実施記録 

○年○月○日 
1年間の対策を振り返り、各章に注意事項や詳細な対応について追

記。 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑥点検・改善計画



 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和４年４月） 

※青字下線は、修正箇所 ※取り消し線は、削除箇所 

建設会社における災害時の基礎的事業継続力認定の申請に向けたガイドライン 

（令和７年６月） 

※赤字下線は、修正箇所 

修正理由 

  ＊＊＊＊ 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

 

※文書Ｆ－３－１と入れ替え 

 

被害想定の変更がなかったため改善なし。 

災害時対応の周知を徹底することを明記。 

バックアップ用のクラウドシステムの契約を検討することを明記。 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

に合わせて記載順

序を更新 

④評価基準と整合

を図るよう更新 

Ｆ－４．事業継続計画の現状の課題と今後の対応 

（１）事業継続計画の課題と対応方法等 

（略） 

 

文書Ｆ－４－１  事業継続計画の課題・対応方法等（様式例） 

計画書の項目 課題・問題点 対応方法 実施予定 

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ 令和○年○月対

応済 

代替対応拠点の概

要 

代替対応拠点候補が S56 年

以前の建物であるが、自社

保有ではないため、すぐに

耐震対策することが困難で

ある。 

所有者と協議し、

耐震対策を実施で

きるよう対応して

いく。 

令和○年○月 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

Ｆ－４．事業継続計画の現状の課題と今後の対応 

（１）事業継続計画の課題と対応方法等 

（略） 

 

○文書Ｆ－４－１ 事業継続計画の課題・対応方法等（様式例） 

計画書の項目 課題・問題点 対応内容 対応状況 実施予定 

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ 実施済  

代替対応拠点

の概要 

代替対応拠点候補が

S56 年以前の建物であ

るが、自社保有ではな

いため、すぐに耐震対

策することが困難で

ある。 

所有者と協議

し、耐震対策を

実施できるよ

う対応してい

く。 

未実施 ○年○月 

（注）記載欄の明示は記入例である。 

説明：現状の計画の課題、課題に対する対応内容及び対応の実施予定（○年○月）を記

載してください。 

 

 

 

 

 

②「確認ポイント」

に該当することを

明示 

⑤入力フォームに

合わせて更新 

 

 

 

 

 

⑥補足のために追

記 

 

 


